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１．概要

 本資料は、廃棄物管理施設の技術基準に関する規則「第十七条 受入施

設又は管理施設」に関して、基本設計方針に記載する事項、添付書類に記

載すべき事項、補足説明すべき事項について整理した結果を示すもので

ある。

 整理にあたっては、「共通 06：本文（基本設計方針、仕様表等）、添付書

類（計算書、説明書）、添付図面で記載すべき事項」及び「共通 07：添付

書類等を踏まえた補足説明すべき項目の明確化」を踏まえて実施した。

２．本資料の構成

 「共通 06：本文（基本設計方針、仕様表等）、添付書類（計算書、説明書）、

添付図面で記載すべき事項」及び「共通 07：添付書類等を踏まえた補足

説明すべき項目の明確化」を踏まえて本資料において整理結果を別紙と

して示し、別紙を以下の通り構成する。なお、廃棄物管理施設には SA 設

備の対象がないため、発電炉の SA 設備に係る記載は比較対象としない。 

 別紙１：基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較

事業変更許可 本文、添付書類の記載をもとに設定した基本設計

方針と発電炉の基本設計方針を比較し、記載程度の適正化等を図

る。

 別紙２：基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の

展開

基本設計方針の項目ごとに要求種別、対象設備、添付書類等への

展開事項の分類、対象設備を展開する。

 別紙３：基本設計方針の添付書類への展開

基本設計方針の項目に対して、展開事項の分類をもとに、添付書

類単位で記載すべき事項を展開する。

 別紙４：添付書類の発電炉との比較

添付書類の記載内容に対して項目単位でその記載程度を発電炉

と比較し、記載すべき事項の抜けや論点として扱うべき差がない

かを確認する。なお、規則の名称、添付書類の名称など差がある

ことが明らかな項目は比較対象としない。（概要などは比較対象

外）

 別紙５：補足説明すべき項目の抽出

基本設計方針を起点として、添付書類での記載事項に対して補足

が必要な事項を展開する。発電炉の補足説明資料の実績との比較

を行い、添付書類等から展開した補足説明資料の項目に追加すべ

きものを抽出する。

 別紙６：変更前記載事項の既設工認等との紐づけ

基本設計方針の変更前の記載事項に対し、既認可等との紐づけを

示す。
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廃棄物管理施設　設工認に係る補足説明資料　別紙リスト 令和５年１月５日　R０

資料№ 名称 提出日 Rev

別紙１ 基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 1/5 0

別紙２ 基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開 1/5 0

別紙３ 基本設計方針の添付書類への展開 1/5 0

別紙４ 添付書類の発電炉との比較 1/5 0

別紙５ 補足説明すべき項目の抽出 1/5 0

別紙６ 変更前記載事項の既設工認等との紐づけ 1/5 0

管理00-03　【本文、添付書類、補足説明項目への展開（管理）】

別紙
備考

(1/1)
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第十七条 （受入施設又は管理施設）（1 / 18） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類五 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
（受入施設又は管理施設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 特定廃棄物管理施設のう

ち放射性廃棄物を管理する施

設は、次に掲げるところによ

るものでなければならない。 

 

一 放射性廃棄物を管理する

ために必要な容量を有するも

のであること。① 

 

二 管理する放射性廃棄物の

性状を考慮し、適切な方法に

より当該放射性廃棄物を保管

するものであること。② 

 

三 放射性廃棄物の崩壊熱及

び放射線の照射により発生す

る熱によって過熱するおそれ

があるものは、冷却のための

必要な措置を講じたものであ

ること。③ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 章 個別項目 

1. 廃棄物管理設備本体 

1.1 管理施設 

管理施設の設計に係る共通的な設計

方針については，第１章 共通項目の

「2. 地盤」，「3. 自然現象等」，

「4. 閉じ込めの機能」，「5. 火災

等による損傷の防止」，「6. 遮蔽」

及び「7. 設備に対する要求」に基づ

くものとする。 

 

管理施設は，ガラス固化体の移送及

び管理を行う施設であり，ガラス固化

体貯蔵設備で構成し，ガラス固化体貯

蔵建屋及びガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟

に収納する設計とする。④-1 

 

ガラス固化体貯蔵建屋及びガラス固

化体貯蔵建屋Ｂ棟は，地上 2 階，地下 2

階の建物とする設計とする。④-2 

 

 

 

 

 

 

ガラス固化体貯蔵設備は，受け入れ

るガラス固化体を管理するために必要

な容量を有し，【①-1】ガラス固化体

の性状を考慮し，適切な方法により管

理する設計とする。②-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

四、廃棄物管理施設の位置、構造及び設

備並びに廃棄の方法 

Ａ．廃棄物管理施設の位置，構造及び設

備 

ロ．廃棄物管理施設の一般構造 

(６) その他の主要な構造 

(ⅰ) 安全機能を有する施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｇ) 管理施設 

廃棄物管理施設には，以下のとおり，

ガラス固化体を管理する施設を設ける設

計とする。④-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(イ) ガラス固化体の最大管理能力 

廃棄物管理施設の貯蔵ピットは，受け

入れるガラス固化体を管理するために必

要な容量を有する設計とする。①-1 

 

(ロ) ガラス固化体の保管 

廃棄物管理施設の収納管は，ガラス固

化体容器の腐食を防止するためにガラス

固化体をその内部に収納し，ガラス固化

体が冷却空気と直接接触しない方法で管

理するとともに，ガラス固化体容器の機

械的強度を考慮し，たてに最大９段積み

で【□1 】収納できる設計とする。②-2 

2. 建  物 

2.1 概  要 

廃棄物管理施設の主要な建物には，次

のものがある。◇1  

（１） ガラス固化体受入れ建屋 

（２） ガラス固化体貯蔵建屋 

（３） ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟 

◇1  

廃棄物管理施設の一般配置図を第 2.1

－１図に示す。◇3  

主要な建物は，施設周辺の斜面の崩壊

等の影響を受けないように敷地西側部分

を標高約 55ｍに整地造成して，設置す

る。◇8  

敷地中央から北西寄りにガラス固化体

貯蔵建屋を設置し，その西側に隣接して

ガラス固化体受入れ建屋を，北側に隣接

してガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟を設置す

る。◇3  

なお，ガラス固化体貯蔵建屋の東側

に，北換気筒（ガラス固化体受入れ・貯

蔵建屋換気筒）及び北換気筒管理建屋を

設置する。また，敷地の南側には，保健

管理建屋を設置する。◇3  

 

2.2 設計方針 

(１) 主要な建物の配置については，平

常時における周辺監視区域外の線量

が「原子炉等規制法」に基づき定め

られている線量限度を十分下回るよ

うにするとともに，公衆の線量が合

理的に達成できる限り低くなるよう

に敷地境界から十分な距離をおいた

ものとする。◇6  

(２) 主要な建物は，主要機器の配置及

び操作・保守の便から互いに接して

配置する場合には，構造的に分離す

る。◇11  

(３) 重要な建物は，安定な地盤に支持

させる。◇8  

(４) 建物には，人の退避のための設備

として，人の立ち入る区域から出口

までの通路，階段及び踊り場を安全

避難通路として設定し，単純，明確

かつ永続的な標識を設ける設計とす

る。◇4  

(５) ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟の設置

においては，運転している廃棄物管

理施設の安全性を損なわないよう設

計，建設及び検査を行う。◇11  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 個別項目 

1. 廃棄物貯蔵設備，廃棄物処理設備 

1.1 廃棄物貯蔵設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放射性廃棄物を貯蔵する設備の容量は、

通常運転時に発生する放射性廃棄物の発

生量と放射性廃棄物処理設備の処理能

力、また、放射性廃棄物処理設備の稼働

率を想定した設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④-1(P2 から) 

 

 

 

 

 

④-2(P2,3 から) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②-2(P12へ) 

 

 

 

 

 

 

【許可からの変更点】 

詳細な設計については後述で記

載するため，技術基準規則の要

求事項の記載を踏まえて，記載

を適正化。 

（双方の記載） 

＜不一致の理由＞ 

貯蔵容量の方針については同様で

あるが，発電炉と廃棄物管理施設

の設備の相違のため基本設計方針

の記載が異なる。 

下線：基本設計方針に記載する事項(丸数字で紐づけ) 

波線：基本設計方針と許可の記載の内容変更部分 

灰色ハッチング：基本設計方針に記載しない事項 

黄色ハッチング：発電炉設工認と基本設計方針の記載

内容が一致する箇所 

  ：発電炉との差異の理由   

  ：許可からの変更点 

【凡例】 

【許可からの変更点】 

基本設計方針の記載内容に合わ

せ記載を適正化。(以下同じ) 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

廃棄物管理施設特有の設備のた

め基本設計方針の記載が異な

る。 

【許可からの変更点】 

記載の適正化。 
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第十七条 （受入施設又は管理施設）（2 / 18） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類五 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，ガラス固化体から発生する崩

壊熱及び放射線の照射によって過熱す

るおそれがあるものは，冷却のための

必要な措置を講ずる設計とする。③-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ハ) ガラス固化体の冷却 

ガラス固化体から発生する崩壊熱をそ

の熱量によって生じる通風力により，収

納管及び通風管で形成する円環流路を流

れる冷却空気で適切に除去できる設計と

する。③-1 

 

(ニ) 誤操作等の防止 

廃棄物管理施設の機器等は，誤操作防

止を考慮するとともに誤操作及び故障に

よっても安全性が損なわれることがない

ようにするため，ガラス固化体及び輸送

容器を搬送するための設備は，ガラス固

化体及び輸送容器の落下を防止する機能

を有する構造とする。□6  

 

ハ．廃棄物管理設備本体の構造及び設備 

(２) 管理施設 

(ⅰ) 構  造 

本施設は，ガラス固化体の移送及び管

理を行う施設であり，ガラス固化体貯蔵

設備で構成し，ガラス固化体貯蔵建屋及

びガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟に収納す

る。④-1 

ガラス固化体貯蔵建屋の主要構造は，

鉄筋コンクリート造（一部鉄骨鉄筋コン

クリート造及び鉄骨造）で【□1 】地上２

階，地下２階，平面が約47ｍ（南北方

向）×約46ｍ（東西方向），地上高さ約

14ｍ，建築面積約2,000ｍ２【□1 】の建

物であり，【④-2】安定な地盤に支持さ

せる。□3  

ガラス固化体貯蔵設備の貯蔵ピット

は，コンクリート壁等で構築した地下部

の貯蔵区域に配置する。□1  

本建屋には，ガラス固化体を冷却する

ための冷却空気流量を確保するために，

有効高さ約35ｍ（流路断面積約24ｍ２）

の冷却空気出口シャフトを設ける。□1  

冷却空気入口シャフト及び出口シャフ

トの開口部には，異物の侵入を防止する

措置を講ずる。【□4 】また，冷却空気の

流路には，公衆の線量が十分に低くなる

ように，放射線漏えい防止措置を講ず

る。□7  

本建屋の外壁の一部等は二次遮蔽とし

て設計し，貯蔵区域しゃへい，ガラス固

化体検査室しゃへい，ガラス固化体抜出

2.3 主要な建物 

主要な建物は，敷地境界までの最短距

離が約 0.5ｋｍ（西北西方向）の位置に

配置する。◇3  

ガラス固化体受入れ建屋及びガラス固

化体貯蔵建屋，ガラス固化体貯蔵建屋及

びガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟は，互いに

接して配置するが，構造的に分離した設

計とする。◇11  

重要な建物は，安定な地盤である鷹架

層で直接支持するか，又は安定な地盤上

に打設するコンクリート等を介して支持

する。◇8  

また，構内排水路等により建物内への

浸水を防止する設計とする。◇9  

建物は，避難通路を有する設計とす

る。◇4  

主要な建物の機器配置図を第 2.3－１

図(１)から第 2.3－１図(12)に示す。◇3  

また，主要な建物の構造を以下に示

す。◇1  

(２) ガラス固化体貯蔵建屋 

本建屋は，ガラス固化体貯蔵設備，

【◇1 】ガラス固化体受入れ設備のガラス

固化体検査室天井クレーン及びガラス固

化体検査装置，【◇11 】収納管排気設備，

換気設備等を収容する。◇12  

ガラス固化体貯蔵設備の貯蔵ピット

は，十分な厚みを有するコンクリート壁

等で構築した地下部の貯蔵区域に配置す

る。◇1  

主要構造は，鉄筋コンクリート造（一

部鉄骨鉄筋コンクリート造及び鉄骨造）

で地上２階（地上高さ約 14ｍ），地下

２階，平面が約 47ｍ（南北方向）×約

46ｍ（東西方向）の建物であり，

【◇1 ,◇3 】堅固な基礎版上に設置する。

【◇8 】また，本建屋の外壁の一部等は二

次遮蔽，貯蔵区域しゃへい及びガラス固

化体検査室しゃへい等は一次遮蔽として

設計する。◇6  

本建屋は，ガラス固化体の冷却空気の

流路を形成するため，【◇1 】流路の出入

口側にルーバ及び迷路板を付設した冷却

空気入口シャフト（地上高さ約 14ｍ）

及び冷却空気出口シャフト（地上高さ約

39ｍ）を設ける。【◇3 】また，冷却空気

出入口シャフトの開口部には異物の侵入

を防止するためにバードスクリーンを設

けるとともに，【◇9 】入口シャフト底部

及び下部プレナム部については目視等に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④-1(P1 へ) 

 

 

 

 

④-2(P1 へ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【許可からの変更点】 

詳細な設計については後述で記

載するため，技術基準規則の要

求事項の記載を踏まえて，記載

を適正化。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

発電炉と廃棄物管理施設の設

備の構成の相違のため。 
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第十七条 （受入施設又は管理施設）（3 / 18） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類五 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

し室しゃへい及びガラス固化体放射能量

測定室しゃへいは一次遮蔽として設計す

る。【□7 】貯蔵区域しゃへい及びガラス

固化体検査室しゃへいは，耐震設計上の

重要度をＳクラスとして設計する。□8  

なお，貯蔵区域及びガラス固化体検査

室の天井スラブ及び壁は，航空機に対し

て貫通が防止でき，かつ，航空機による

衝撃荷重に対して健全性が確保できる堅

固な構造とする。□4  

 

貯蔵区域しゃへい及びガラス固化体検

査室しゃへいは，線量当量率測定並びに

保守及び修理のために，放射線業務従事

者が接近可能な構造とする。□5  

 

ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟の主要構造

は，鉄筋コンクリート造（一部鉄骨鉄筋

コンクリート造及び鉄骨造）で【□1 】地

上２階，地下２階，平面が約47ｍ（南北

方向）×約34ｍ（東西方向），地上高さ

約14ｍ，建築面積約1,800ｍ２【□1 】の

建物であり，【④-2】安定な地盤に支持

させる。□3  

ガラス固化体貯蔵設備の貯蔵ピット

は，コンクリート壁等で構築した地下部

の貯蔵区域に配置する。□1  

本建屋には，ガラス固化体を冷却する

ための冷却空気流量を確保するために，

有効高さ約35ｍ（流路断面積約24ｍ２）

の冷却空気出口シャフトを設ける。□1  

冷却空気入口シャフト及び出口シャフ

トの開口部には，異物の侵入を防止する

措置を講ずる。【□4 】また，冷却空気の

流路には，公衆の線量が十分に低くなる

ように，放射線漏えい防止措置を講ず

る。□7  

本建屋の外壁の一部等は二次遮蔽とし

て設計し，貯蔵区域しゃへいは一次遮蔽

として設計する。【□7 】また，貯蔵区域

しゃへいは，耐震設計上の重要度をＳク

ラスとして設計する。□8  

 

なお，貯蔵区域の天井スラブ及び壁

は，航空機に対して貫通が防止でき，か

つ，航空機による衝撃荷重に対して健全

性が確保できる堅固な構造とする。□4  

 

 

 

 

よる観察及びじんあい等の除去が可能な

措置を講ずる。◇11  

ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟と取り合う

本建屋の壁の一部は，運転している廃棄

物管理施設の安全性を損なわないよう撤

去する。◇3  

 

 

 

 

 

 

(３) ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟 

本建屋は，ガラス固化体貯蔵設備，

【◇1 】収納管排気設備，換気設備等を収

容する。◇12  

ガラス固化体貯蔵設備の貯蔵ピット

は，十分な厚みを有するコンクリート壁

等で構築した地下部の貯蔵区域に配置す

る。◇1  

主要構造は，鉄筋コンクリート造（一

部鉄骨鉄筋コンクリート造及び鉄骨造）

で地上２階（地上高さ約 14ｍ），地下

２階，平面が約 47ｍ（南北方向）×約

34ｍ（東西方向）の建物であり，

【◇1 ,◇3 】堅固な基礎版上に設置する。

【◇8 】また，本建屋の外壁の一部等は二

次遮蔽，貯蔵区域しゃへいは一次遮蔽と

して設計する。◇6  

本建屋は，ガラス固化体の冷却空気の

流路を形成するため，【◇1 】流路の出入

口側にルーバ，迷路板及び整流板を付設

した冷却空気入口シャフト（地上高さ約

14ｍ）及び冷却空気出口シャフト（地上

高さ約 39ｍ）を設け，冷却空気出口シ

ャフトについては，地上高さ約 14ｍ以

上の構造を鉄骨造とする。【◇3 】また，

冷却空気出入口シャフトの開口部には異

物の侵入を防止するためにバードスクリ

ーンを設けるとともに，【◇9 】入口シャ

フト底部及び下部プレナム部については

目視等による観察及びじんあい等の除去

が可能な措置を講ずる。◇11  

ガラス固化体貯蔵建屋と取り合う本建

屋の南西側の一部は，構造的に分離した

設計とする。◇11  

本建屋は，ガラス固化体貯蔵建屋に隣

接して設置し，地上１階及び２階と接続

することから，運転している廃棄物管理

施設の安全性を損なわないよう設計，建

設及び検査を行う。◇11  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④-2(P1 へ) 
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貯蔵区域しゃへいは，線量当量率測定

並びに保守及び修理のために，放射線業

務従事者が接近可能な構造とする。□5  

本建屋は，ガラス固化体貯蔵建屋に隣

接して設置し，構造的に分離した設計と

する。□5  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.4 評 価 

(１) 主要な建物は，敷地境界から十分

な距離をおいた配置としており，添

付書類六に示すように，平常時の周

辺監視区域外の線量が，線量限度を

十分下回るとともに，公衆の線量が

合理的に達成できる限り低くなって

いる。◇6  

(２) ガラス固化体受入れ建屋及びガラ

ス固化体貯蔵建屋，ガラス固化体貯

蔵建屋及びガラス固化体貯蔵建屋Ｂ

棟は，互いに接して配置するが，構

造的に分離した設計としている。◇11  

(３) 重要な建物は，安定な地盤に支持

させる設計としている。◇8  

(４) 建物は，避難通路を有する設計と

している。◇4  

(５) ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟の設置

においては，運転している廃棄物管

理施設の安全性を損なわないよう設

計，建設及び検査を行うとしてい

る。◇11  

1. 安全設計 

1.1 安全設計の基本方針 

(６) その他 

ａ．廃棄物管理施設は，ガラス固化体の

もつ閉じ込めの機能を維持するため

に，ガラス固化体をガラス固化体の管

理を行う機器の内部に収納し，適切に

冷却する。◇1  

1.6.9 「廃棄物管理施設の位置、構

造及び設備の基準に関する規則」に対

する適合◇1  

 

（遮蔽等） 

第二条 廃棄物管理施設は、当該廃棄物

管理施設からの直接線及びスカイシャ

イン線による事業所周辺の線量を十分

に低減できるよう、遮蔽その他適切な

措置を講じたものでなければならな

い。 

２ 廃棄物管理施設は、放射線障害を防

止する必要がある場合には、管理区域

その他事業所内の人が立ち入る場所に

おける線量を低減できるよう、遮蔽そ

の他適切な措置を講じたものでなけれ

ばならない。 

＜適合のための設計方針＞ 

第１項について 

廃棄物管理施設は，「線量告示」に定

められた線量限度を超える被ばくを与え
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ない設計であるとともに，廃棄物管理施

設からの平常時における直接線及びスカ

イシャイン線により公衆の受ける線量が

合理的に達成できる限り低くなるよう

に，貯蔵区域しゃへい，ガラス固化体検

査室しゃへい，建屋外壁等による遮蔽設

計等を行う。◇6  

遮蔽設計における線量計算では，十分

信頼性のある計算コードを用いるととも

に，公衆の線量が厳しい評価結果となる

よう，ガラス固化体から発生するガンマ

線及び中性子線の強度やエネルギスペク

トルの設定を行い，評価地点は各建屋か

らそれぞれ最短となる周辺監視区域境界

として，各建屋からの線量を足し合わせ

た実効線量を周辺監視区域外の線量とし

て評価する。◇6  

 

第２項について 

廃棄物管理施設は，放射線業務従事者

等の外部放射線による放射線障害を防止

できるように，以下のような放射線防護

上の措置を講ずる。◇6  

廃棄物管理施設は，外部放射線による

放射線障害を防止するため，放射線業務

従事者の立入頻度，立入時間等を考慮し

た遮蔽設計区分を設け，各区分に定める

基準線量率を満足するよう遮蔽設計を行

う。また，遮蔽の開口部又は貫通部に対

しては，必要に応じて，迷路構造，補助

遮蔽材の使用等により，放射線の漏えい

を防止する措置を講じ，遮蔽設計に係る

基準線量率を超えない設計とする。◇6  

同一の者が常時滞在する管理区域外の

場所の線量が周辺監視区域外の線量限度

を超えないよう，滞在時間を考慮し設計

する。◇6  

遮蔽設計においては，遮蔽計算に用い

る線源を，ガラス固化体及び輸送容器の

仕様等に基づき，遮蔽設計上厳しい結果

を与えるように設定する。◇6  

また，十分信頼性のある計算コードを

用いるとともに，遮蔽体の形状，材質等

を考慮し，十分な安全余裕を見込むこと

とする。◇6  

ガラス固化体を取り扱う機器は，ガラ

ス固化体検査室内等に収納し，遮蔽によ

りガラス固化体からの放射線を低減する

設計とする。◇6  

また，貯蔵建屋床面走行クレーンのし

ゃへい容器は，放射線業務従事者の放射
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線防護のための遮蔽を設ける設計とす

る。◇6  

これらのガラス固化体を取り扱う機器

は，ガラス固化体受入れ建屋内の制御室

からの遠隔操作が可能な設計とし，⑤-1

放射線業務従事者の放射線防護のための

遮蔽を設ける設計とする。◇6  

放射性物質の漏えい防止及び換気に係

る放射線防護上の措置については，

「第三条 閉じ込めの機能」に示す。

◇6  

（管理施設） 

第十四条 廃棄物管理施設には、次に

掲げるところにより、放射性廃棄物を管

理する施設を設けなければならない。 

一 放射性廃棄物を管理するために

必要な容量を有するものとすること。 

二 管理する放射性廃棄物の性状を

考慮し、適切な方法により当該放射性

廃棄物を保管するものとすること。 

三 放射性廃棄物の崩壊熱及び放射

線の照射により発生する熱によって過

熱するおそれがあるものは、冷却のた

めの必要な措置を講ずるものとするこ

と。 

＜適合のための設計方針＞ 

廃棄物管理施設には，以下のとおり，

ガラス固化体を管理する施設を設ける設

計とする。◇1  

(１) ガラス固化体の最大管理能力 

廃棄物管理施設の貯蔵ピットは，受け

入れるガラス固化体を管理するために必

要な容量を有する設計とする。◇1  

(２) ガラス固化体の保管 

廃棄物管理施設の収納管は，ガラス固

化体容器の腐食を防止するためにガラス

固化体をその内部に収納し，ガラス固化

体が冷却空気と直接接触しない方法で管

理するとともに，ガラス固化体容器の機

械的強度を考慮し，【◇1 】たてに最大９

段積み【◇3 】で収納できる設計とする。

◇1  

 

(３) ガラス固化体の冷却 

ガラス固化体から発生する崩壊熱をそ

の熱量によって生じる通風力により，収

納管及び通風管で形成する円環流路を流

れる冷却空気で適切に除去できる設計と

する。◇1  

 

3. 廃棄物管理設備本体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤-1(P8 へ) 
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3.1 概  要 
廃棄物管理設備本体は，管理施設で構

成し，管理施設は，ガラス固化体の移送

及び管理を行うガラス固化体貯蔵設備で

構成する。◇1  

 

3.2 ガラス固化体貯蔵設備 

3.2.1 概  要 

本設備は，貯蔵建屋床面走行クレーン

及び貯蔵ピットで構成する。◇1  

 

 ガラス固化体貯蔵設備の概要図を第

3.2－１図及び第 3.2－４図に示す。◇3  

3.2.2 設計方針 

(１) 本設備は，ガラス固化体から発生

する崩壊熱を適切に除去できる設計

とする。◇1  

 

(２) 本設備は，ガラス固化体容器の腐

食を防止するためにガラス固化体を

機器の内部に収納し，ガラス固化体

が冷却空気と直接接触しない方法で

管理し，ガラス固化体のもつ閉じ込

めの機能を維持できる設計とする。

◇1  

 

(３) 本設備は，ガラス固化体容器の機

械的強度を考慮し，適切な方法で管

理できる設計とする。◇1  

 

(４) 本設備は，ガラス固化体の管理を

行う機器からの排気を適切に処理

し，北換気筒（ガラス固化体受入

れ・貯蔵建屋換気筒）の排気口以外

の場所から放出することがないよう

に，ガラス固化体の管理を行う機器

を気体廃棄物の廃棄施設に接続し負

圧に維持することにより，放射性物

質を限定された区域に閉じ込めるこ

とができる設計とする。◇10  

 

(５) 本設備は，地震荷重等の適切な組

合せを考慮しても強度上耐えること

ができる設計とし，使用環境を考慮

して適切な材料を使用する設計とす

る。◇3  

 

(６) 本設備は，電源喪失時にもガラス

固化体の落下を防止できる設計とす

る。また，万一のガラス固化体の落

下によってもガラス固化体に著しい

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12



別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第十七条 （受入施設又は管理施設）（8 / 18） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類五 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.2.1 ガラス固化体貯蔵設備 

ガラス固化体貯蔵設備は，貯蔵建屋

床面走行クレーン，貯蔵ピット及びガ

ラス固化体抜出し装置で構成し，ガラ

ス固化体検査室からガラス固化体をガ

ラス固化体抜出し装置を介して貯蔵建

屋床面走行クレーンで貯蔵ピット上部

まで移送し，貯蔵ピットの収納管内に

収納した後，管理を行う設計とする。

④-3 

貯蔵建屋床面走行クレーン及び貯蔵

ピットはガラス固化体貯蔵建屋及びガ

ラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟に設置する設

計とする。④-4 

なお，貯蔵建屋床面走行クレーン及

び貯蔵ピットは，原則として，ガラス

固化体貯蔵建屋とガラス固化体貯蔵建

屋Ｂ棟で同様の設計とする。④-5 

また，ガラス固化体抜出し装置及び

貯蔵建屋床面走行クレーンは，制御室

からの遠隔操作が可能な設計とする。

⑤-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ガラス固化体貯蔵建屋の概要図を第３

図から第６図，第８図及び第９図に，ガ

ラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟の概要図を第３

図から第６図及び第９図に示す。□1  

 

 

 

 

ガラス固化体貯蔵設備は，ガラス固化

体を所定の貯蔵ピットの収納管まで移送

及び収納するための貯蔵建屋床面走行ク

レーンとガラス固化体を管理するための

貯蔵ピットで構成する。④-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

損傷を与えない設計とする。◇1  

 

(７) 本設備は，誤操作防止を考慮する

とともに誤操作によっても安全性が

損なわれることがない設計とする。

◇11  

 

3.2.3 主要設備の仕様 

 ガラス固化体貯蔵設備の主要設備の仕

様を第 3.2－１表に示す。◇3  

 なお，貯蔵ピットの概要図を第 3.2－

２図及び第 3.2－５図に，貯蔵建屋床面

走行クレーンの概要図を第 3.2－３図及

び第 3.2－６図に示す。◇3  

 

3.2.4 主要設備 

本設備は，ガラス固化体検査室からガ

ラス固化体を貯蔵建屋床面走行クレーン

で【◇1 】貯蔵ピット上部まで移送し，貯

蔵ピットの【◇1 】収納管内に収納した

後，管理を行う設備であり，④-3 貯蔵

建屋床面走行クレーン及び貯蔵ピットで

構成する。◇1  

 

貯蔵建屋床面走行クレーンは，ガラス

固化体貯蔵建屋及びガラス固化体貯蔵建

屋Ｂ棟の搬送室【◇3 】に配置する。④-4 

 

貯蔵ピットは，収納管，通風管，支持

架構及びプレナム形成板で構成し，

【◇1 】ガラス固化体貯蔵建屋地下部

【◇3 】及びガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟地

下部の貯蔵区域【◇3 】に設置する。④-4 

 

ガラス固化体は，貯蔵建屋床面走行ク

レーンで収納管内にたて積みで収納し，

管理する。◇1  

 

ガラス固化体の収納に当たっては，冷

却空気出口シャフト側の収納管から順次

収納し，また，発熱量の大きいガラス固

化体が下段となるようにし，かつ１本の

収納管に片寄らないように配慮するとと

もに，収納管１本に収納されるガラス固

化体の総発熱量を，18ｋＷ以下に管理す

る。◇1  

 

また，収納管のガラス固化体の最大積

み段数は９段とし，【◇3 】ガラス固化体

容器が機械的強度上十分耐え得るように

する。◇1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④-3(P11,18 から) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤-1(P6 から) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【許可からの変更点】 

記載を適正化し，許可のガラ

ス固化体の搬送経路で説明し

ていたガラス固化体抜出し装

置について記載する。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

廃棄物管理施設特有の設備のた

め基本設計方針の記載が異な

る。 

【許可からの変更点】 

許可において設計方針を一括し

て記載しているため対象を明確

にするため記載を追加。 

【許可からの変更点】 

対象となる機器を明確化。。 
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本設備は，貯蔵ピットの収納管内のガ

ラス固化体からの放射線に対し，コンク

リート壁等で十分遮蔽するとともに，

【◇6 】ガラス固化体のもつ閉じ込めの機

能を維持するために，ガラス固化体が冷

却空気と直接接触しないようにガラス固

化体を収納管の内部に収納し，ガラス固

化体から発生する崩壊熱をその熱量に応

じて生じる通風力によって収納管及び通

風管で形成する円環流路を流れる冷却空

気で適切に除去する設計とする。◇1  

 

また，冷却空気が流れていることを確

認するために，冷却空気出入口シャフト

における冷却空気温度及び円環流路出口

における冷却空気温度を測定できる構造

とする。◇2  

 

冷却空気は，ガラス固化体貯蔵建屋及

びガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟の【◇1 】高

さ約 25ｍ，流路断面積約 24ｍ２（ガラ

ス固化体貯蔵建屋：迷路板部断面積約

11ｍ２，ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟：迷

路板部断面積約 10ｍ２）【◇3 】の冷却

空気入口シャフトから，【◇1 】貯蔵区域

の下部に設けた高さ約 1.5ｍ【◇3 】の下

部プレナムに流入し，円環流路を上昇し

ながらガラス固化体から発生する崩壊熱

を除去する。ガラス固化体から発生する

崩壊熱を除去した空気は，貯蔵区域の上

部に設けた【◇1 】高さ約 2.5ｍ【◇3 】の

上部プレナムを経て，ガラス固化体貯蔵

建屋及びガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟の一

部であり，十分な通風力を与える【◇1 】

高さ約 35ｍ，流路断面積約 24ｍ２（ガ

ラス固化体貯蔵建屋：迷路板部断面積約

11ｍ２，ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟：迷

路板部断面積約 12ｍ２）【◇3 】の冷却

空気出口シャフトの排気口から大気中へ

流出する。◇1  

 

以上の設計及びガラス固化体の収納に

当たっての前記の収納管理を行うことか

ら，発熱量２ｋＷのガラス固化体が全数

収納された代表的な状態を評価してお

り，この場合，冷却空気の円環流路出口

温度は約 85℃であり，最も高温となる

最上段のガラス固化体温度の計算値は，

表面で約 280℃，中心部で約 410℃とな

る。◇5  
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また，発熱量の経年変化を考慮して

も，冷却空気流量の減少割合に比較し，

ガラス固化体の崩壊熱減少割合の方が大

きいため，ガラス固化体温度が上昇する

ことはない。◇5  

 

上記の管理条件下で温度上最も厳しい

ものは，2.5ｋＷのガラス固化体１本を

貯蔵ピットに収納した状態であり，この

時のガラス固化体温度の計算値は表面で

約 320℃，中心部で約 470℃となる。し

かし，この状態は貯蔵初期の過渡的な短

時間のものであり，その後の他のガラス

固化体の収納によってガラス固化体の温

度は低下する。◇5  

 

一方，９段積みの最下段のガラス固化

体容器に発生する応力は，第 1.6－３図

に示すガラス固化体について有限要素法

により解析すると最大で約 84Ｎ／ｍｍ

２（約 8.5ｋｇ／ｍｍ２）であり，これ

らの温度域におけるステンレス鋼（ＳＵ

Ｈ309 相当品）の引張強度が約 470Ｎ／

ｍｍ２（約 48ｋｇ／ｍｍ２）であるこ

とから強度上問題となることはなく，ガ

ラス固化体容器のクリープによる強度の

低下も考えられない(（１）)。◇5  

 

ガラス固化体等の温度解析は，間接自

然空冷時における冷却空気流量を求める

解析と，その結果を受けて行う伝熱流動

解析からなる。ガラス固化体の温度解析

フローを第 3.2－７図に示す。◇5  

 

冷却空気流量を求める解析では，冷却

空気流路を構成する貯蔵施設のモデル化

を行い，収納管内に貯蔵されるガラス固

化体の発熱量，ガラス固化体からのガン

マ線による側壁コンクリート部の発熱量

及び冷却空気の入口温度を設定し，ガラ

ス固化体の崩壊熱によって生じる通風力

と冷却空気流路部における圧力損失

(（２）（３）（４）（５）)が平衡する

条件から，冷却空気流量を求める。通風

力は，ガラス固化体の崩壊熱によって温

められた冷却空気と外気の密度差により

生じる。冷却空気流量の解析フローを第

3.2－８図に，冷却空気流量の解析モデ

ルを第 3.2－９図に示す(（６）)。◇5  
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貯蔵建屋床面走行クレーンは，ガー

ダ，トロリとしゃへい容器が一体構造

となったしゃへい容器付きトロリで構

成し，しゃへい容器付きトロリをガー

ダに搭載する設計とする。④-6 

 

 

 

 

 

貯蔵建屋床面走行クレーンは，ガラ

ス固化体を収納管内にたて積みで収納

するためのつり具を有し，ガラス固化

体をしゃへい容器に収納できる設計と

する。④-7 

貯蔵建屋床面走行クレーンはガラス

固化体の落下防止のためにつりワイヤ

の二重化及びクレーン自体の転倒防止

対策を施し，動力の供給が停止した場

合にもガラス固化体を保持できる機構

を有する構造とするとともに，誤操作

を考慮し，ガラス固化体の荷重及びつ

り上げ高さを検出できる設計とし，ガ

ラス固化体検査室でのつり上げ高さを

９ｍ以内に制限できる設計とする。⑥-

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貯蔵建屋床面走行クレーンは，ガー

ダ，トロリとしゃへい容器が一体構造と

なったしゃへい容器付きトロリで構成

し，しゃへい容器付きトロリはガーダに

搭載される。④-6 

 

 

 

 

 

貯蔵建屋床面走行クレーンは，ガラス

固化体を３本【□1 】収納できるとともに

ガラス固化体を収納管内にたて積みで収

納するためのつり具を有する構造とし，

【④-7】ガラス固化体の落下防止のため

に，つりワイヤの二重化を施し，動力の

供給が停止した場合にもガラス固化体を

保持できる機構を有する構造とする。⑥

-1 

 

 

 

 

 

 

 

一方，伝熱流動解析では，得られた冷

却空気流量と，ガラス固化体の熱伝導率

等を入力条件として，ガラス固化体の冷

却に係る伝熱流動解析を二次元伝熱流動

解析コードＴＡＣ２Ｄ(（７）)又は汎用

有限要素法解析コードＡＢＡＱＵＳ

(（９）)を用いて計算する。収納管１本

を円筒座標系でモデル化したガラス固化

体温度の解析モデルを第 3.2－10 図に示

す。◇5  

 

また，第 3.2－11 図にガラス固化体温

度の伝熱流動解析の考え方を，第 3.2－

２表には伝熱流動解析に用いた物性値等

(（４）（８）)を示す。◇5  

 

本設備は，貯蔵区域の天井，側壁等の

コンクリート温度が，遮蔽設計用線源強

度のガンマ線による発熱を考慮しても

65℃を超えないように必要な箇所に断熱

材又は空気流路を設けるとともに，上部

及び下部プレナムでの空気流路を形成す

るプレナム形成板を設ける設計とする。

◇5  

 

(１) 貯蔵建屋床面走行クレーン 

ガラス固化体貯蔵建屋の貯蔵建屋床面

走行クレーンは，ガーダ，トロリとしゃ

へい容器が一体構造となったしゃへい容

器付きトロリで構成され，ガラス固化体

貯蔵建屋Ｂ棟の貯蔵建屋床面走行クレー

ンは，ガーダ，ガラス固化体貯蔵建屋の

貯蔵建屋床面走行クレーンのしゃへい容

器付きトロリで構成される。◇1  

 

ガラス固化体貯蔵建屋の貯蔵建屋床面

走行クレーンは，【◇1 】ガラス固化体を

ガラス固化体検査室からガラス固化体抜

出し装置を介して【④-3】しゃへい容器

の中につり上げる構造とする。◇1  

貯蔵建屋床面走行クレーンは，ガラス

固化体３本【◇3 】及び収納管プラグ等を

収納できる構造とし，ガラス固化体の落

下防止のためつりワイヤの二重化【◇1 】

及びクレーン自体の転倒防止対策を施

し，【⑥-1】動力の供給（動力に電気を

用いる）が停止した場合にもガラス固化

体を保持できる機構を有する構造とする

とともに，【◇1 】誤操作を考慮し，ガラ

ス固化体の荷重及びつり上げ高さを検出

できる設計とし，ガラス固化体検査室で

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④-3（P8 へ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

廃棄物管理施設特有の設備の

ため基本設計方針の記載が異

なる。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

廃棄物管理施設特有の設備のた

め基本設計方針の記載が異な

る。 

【許可からの変更点】 

記載の適正化。 

【許可からの変更点】 

収納場所の明確化。 
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技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類五 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
 

 

 

また，つり具がガラス固化体を確実

につかんでいない場合にはガラス固化

体をつり上げられず，ガラス固化体の

荷重がなくならない限り，つり具から

ガラス固化体が外れない設計とすると

ともに，つり具の中心がガラス固化体

の中心から外れたとしても確実にガラ

ス固化体をつり上げることができる設

計とする。⑥-2 

 

 

 

 

 

しゃへい容器付きトロリは，ガラス

固化体貯蔵建屋の貯蔵建屋床面走行ク

レーンとガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟の

貯蔵建屋床面走行クレーンとの間を移

動できる設計とするとともに，【④-

8】過走行を防止するインターロックを

設け，貯蔵建屋床面走行クレーンが所

定の位置に停止していない限りしゃへ

い容器を搭載したトロリを移動できな

いインターロックを設ける設計とす

る。⑥-3 

 

 

 

 

 

貯蔵建屋床面走行クレーンは，故障時

にも手動操作にてガラス固化体の収納

管内への収納等の対応ができる設計と

することを保安規定に定めて，管理す

る。⑦-1 

 

貯蔵ピットは，収納管，通風管，支

持架構及びプレナム形成板で構成す

る。収納管は，貯蔵区域の天井スラブ

で懸架支持し，収納管の外側にはスペ

ーサを介して同心円状に通風管を設置

し，地震時の収納管の荷重は，スペー

サを介して支持架構で支持する設計と

する。④-9 

 

収納管は，ガラス固化体容器の腐食

を防止するためにガラス固化体をその

内部に収納し，ガラス固化体が冷却空

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，しゃへい容器付きトロリは，ガ

ラス固化体貯蔵建屋の貯蔵建屋床面走行

クレーンとガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟の

貯蔵建屋床面走行クレーンとの間を移動

できる構造とする。④-8 

 

貯蔵建屋床面走行クレーンは，耐震設

計上の重要度をＢクラスとして設計し，

【□8 】しゃへい容器は，ガラス固化体搬

送時にも搬送室内に放射線業務従事者が

立ち入ることができるように，ガラス固

化体からの放射線に対して十分な遮蔽機

能を有する構造とするとともに【□7 】耐

震設計上の重要度をＳクラスとして設計

する。□8  

 

 

 

 

 

 

 

貯蔵ピットは，収納管，通風管，支持

架構及びプレナム形成板で構成する。 

収納管は，貯蔵区域の天井スラブで懸

架支持し，収納管の外側にはスペーサを

介して同心円状に通風管を設置し，地震

時の収納管の荷重は，スペーサを介して

支持架構で支持する構造とする。④-9 

 

 

 

収納管は，内部にガラス固化体を収納

することにより，冷却空気によるガラス

固化体のステンレス鋼製容器の腐食を防

止し，ガラス固化体のもつ閉じ込め機能

のつり上げ高さを９ｍ以内に制限できる

設計とする。⑥-1 

また，つり具がガラス固化体を確実に

つかんでいない場合にはガラス固化体を

つり上げられず，ガラス固化体の荷重が

なくならない限り，つり具からガラス固

化体が外れない設計とするとともに，つ

り具の中心がガラス固化体の中心から外

れたとしても確実にガラス固化体をつり

上げることができるようにする。⑥-2 

 

貯蔵建屋床面走行クレーンは，ガラス

固化体を所定の貯蔵ピットの収納管まで

移送し，収納管内に収納する設計とす

る。◇1  

 

しゃへい容器付きトロリは，搬送室の

東端において，ガラス固化体貯蔵建屋の

貯蔵建屋床面走行クレーンのガーダ，ガ

ラス固化体貯蔵建屋及びガラス固化体貯

蔵建屋Ｂ棟を連絡する搬送室，ガラス固

化体貯蔵建屋Ｂ棟の貯蔵建屋床面走行ク

レーンのガーダ間を移動できる設計とす

る。◇1  

 

また，しゃへい容器付きトロリは，過

走行を防止するインターロックを設け，

貯蔵建屋床面走行クレーンが所定の位置

に停止していない限りしゃへい容器を搭

載したトロリを移動できないインターロ

ックを設ける設計とする。⑥-3 

 

貯蔵建屋床面走行クレーンは，故障時

にも手動操作にてガラス固化体の収納管

内への収納等の対応ができる設計とす

る。⑦-1 

 

(２) 貯蔵ピット 

貯蔵ピットは，ガラス固化体貯蔵建屋

に２基，ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟に２

基の計４基設置し，１基当たり 80 本の

収納管及び通風管を配置し，【◇3 】収納

管内にガラス固化体を収納する。◇1  

ａ．収納管 

収納管は，ガラス固化体容器の腐食を

防止するためにガラス固化体が冷却空気

と直接接触しない構造の円筒とするとと

もに，貯蔵区域の天井スラブで懸架支持

し，通風管との間にはスペーサを設け，

地震時の収納管の荷重をスペーサを介し

て支持架構で支持する構造とする。収納

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②-2(P1 から) 

 

 

 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

廃棄物管理施設特有の設備のため

基本設計方針の記載が異なる。 

【許可からの変更点】 

用語の統一のため適正化。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

廃棄物管理施設特有の設備のため

基本設計方針の記載が異なる。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

廃棄物管理施設特有の設備のため

基本設計方針の記載が異なる。 

【許可からの変更点】 

運用として保安規定に定め管理

することを明確化。 

【許可からの変更点】 

記載の適正化。 

17



別紙１① 
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技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類五 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
気と直接接触しない方法で管理するこ

とで，ガラス固化体のもつ閉じ込めの

機能を維持できる設計とするととも

に，ガラス固化体容器の機械的強度を

考慮し，収納できる設計とする。②-2 

収納管は，ガラス固化体が落下した

場合でも，収納管とガラス固化体との

間隙が小さく，収納管内の空気が間隙

から排出されにくいので，収納管内の

空気による圧縮抵抗が働き，ガラス固

化体の落下速度，落下衝撃を減少させ

る効果を有するとともに，底部に衝撃

吸収体を兼ねたガラス固化体受台を設

けることにより，万一のガラス固化体

落下時にもガラス固化体に著しい損傷

を与えず，また，収納管に損傷を生じ

ない設計とする。⑥-4 

 

ガラス固化体の収納に当たっては，

原則として冷却空気出口シャフト側の

収納管から順次収納し，また，発熱量

の大きいガラス固化体が下段となるよ

うにし，かつ 1本の収納管に片寄らない

ように配慮するとともに，収納管 1本に

収納されるガラス固化体の総発熱量を

18kW 以下となるように収納し，最終的

な処分がされるまでの間管理すること

を保安規定に定めて，管理する。②-3 

 

貯蔵区域の天井，側壁のコンクリー

トの長期健全性を確保するために，適

切に断熱又は除熱を行う設計とする。

③-2 

 

ガラス固化体貯蔵設備は，ガラス固

化体から発生する熱量に応じて生じる

通風力によって収納管及び通風管で形

成する円環流路を流れる冷却空気でガ

ラス固化体及び構造物を間接的に冷却

する設計とし，また，冷却空気は冷却

空気入口シャフトから貯蔵区域内の下

部プレナムに流入し，円環流路及び貯

蔵区域の上部プレナムを通って冷却空

気出口シャフトの排気口から放出する

設計とする。③-3 

また，ガラス固化体貯蔵設備は，ガ

ラス固化体からの崩壊熱が適切に除去

されていることを確認するため，冷却

空気の温度を監視する設計とする。③-

4 

 

に影響を与えない構造とする。②-2 

収納管及び通風管は，耐震設計上の重

要度をＳクラスとし，【□8 】耐食性を考

慮した設計とする。□4  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，貯蔵区域の天井，側壁のコンク

リートの長期健全性を確保するために，

適切に断熱又は除熱を行う設計とする。

③-2 

 

本施設は，ガラス固化体をガラス固化

体から発生する熱量に応じて生じる通風

力によって収納管及び通風管で形成する

円環流路を流れる冷却空気で間接的に冷

却する構造とし，また，冷却空気を冷却

空気入口シャフトから貯蔵区域内の下部

プレナムに流入させ，円環流路及び貯蔵

区域の上部プレナムを通って冷却空気出

口シャフトの排気口から放出させる構造

とする。③-3 

 

本施設は，冷却空気が流れていること

を確認するために，冷却空気出入口シャ

フトにおける冷却空気温度及び収納管と

通風管で形成する円環流路出口における

冷却空気温度を測定できる構造とする。

③-4 

管は，ガラス固化体の荷重，地震時の荷

重等に十分耐える設計とする。◇1  

 

また，収納管からの排気を適切に処理

し，北換気筒（ガラス固化体受入れ・貯

蔵建屋換気筒）の排気口以外の場所から

放出することがないように，収納管は，

気体廃棄物の廃棄施設の収納管排気設備

に接続することにより負圧に維持し，放

射性物質を閉じ込める機能を有する構造

とする。◇10  

収納管にガラス固化体を９本収納した

ときに収納管に加わる引張応力は，5.4

Ｎ／ｍｍ２（0.55ｋｇ／ｍｍ２）であ

り，許容応力 100Ｎ／ｍｍ２（10.2ｋｇ

／ｍｍ２）（200℃）を十分下回ってい

る。また，50 年間の炭素鋼の破断許容

応力を求めると，収納管のクリープが問

題になるのは 370℃以上の温度領域であ

る(（１０）)。収納管の温度は，最高で

も 200℃程度であり，クリープを問題と

する温度に比べ十分低いことから，長期

貯蔵における収納管のクリープは問題と

はならない。◇5  

また，金属材料に悪影響を与える中性

子は，１ＭｅＶ以上の高速中性子であ

り，収納管に収納されているガラス固化

体から発生する高速中性子による 50 年

間の照射量は，最大 1.2×1019ｎ／ｍ２

である。一方，炭素鋼と中性子照射ぜい

化感受性を高める不純物組成が類似して

いるフェライト系の低合金鋼のデータ

(（１１）)によれば，炭素鋼の中性子照

射ぜい化が問題となる照射量は，１×

1022ｎ／ｍ２である。したがって，収納

管に対する 50 年間の照射量は，照射ぜ

い化が問題となる値より十分低く中性子

ぜい化は問題とはならない。◇5  

 

収納管は，ガラス固化体が落下した場

合でも，収納管とガラス固化体との間隙

が小さく，収納管内の空気が間隙から排

出されにくいので，収納管内の空気によ

る圧縮抵抗が働き，ガラス固化体の落下

速度，落下衝撃を減少させる効果を有す

るとともに，底部に衝撃吸収体を兼ねた

ガラス固化体受台を設けることにより，

万一のガラス固化体落下時にもガラス固

化体に著しい損傷を与えず，また，収納

管に損傷を生じないようにする。⑥-4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放射性廃棄物を貯蔵する設備は、放射性

廃棄物が漏えいし難い設計とする。ま

た、崩壊熱及び放射線の照射により発生

する熱に耐え、かつ、放射性廃棄物に含

まれる化学薬品の影響及び不純物の影響

により著しく腐食しない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②-3(P18 から) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③-3(P18から) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③-4(P18 から) 

 

 

 

 

 

（双方の記載） 

＜不一致の理由＞ 

廃棄物管理施設特有の設備である

ため，基本設計方針の記載が異な

る。 

また，腐食についての記載は

「第 8条：外部からの衝撃による

損傷の防止」にて記載する。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

廃棄物管理施設特有の設備の

ため基本設計方針の記載が異

なる。 

【許可からの変更点】 

貯蔵区域の天井，側壁のコンク

リートの長期健全性を確保する

ための除熱の方法がガラス固化

体の冷却と同様であることを踏

まえて対象を適正化する。 

【許可からの変更点】 

記載の適正化。 

【許可からの変更点】 

温度の監視の詳細は「15 条 

計測制御系統施設」の基本設

計方針で記載することを踏ま

えて記載の適正化。 

【許可からの変更点】 

記載の適正化。 

【許可からの変更点】 

崩壊熱除去の設計を踏まえて

記載の適正化。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

廃棄物管理施設特有の設備の

ため基本設計方針の記載が異

なる。 
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技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類五 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，収納管の安全機能を確認するた

めに，収納管排気設備の入口圧力を管理

できる構造とする。□2  

 

収納管内面，収納管底部外面等に顕著

な変化がないことを確認するために，目

視等による観察が可能な措置を講ずる。

□5  

 

貯蔵建屋床面走行クレーンのしゃへい

容器は，線量当量率測定並びに保守及び

修理のために，放射線業務従事者が接近

可能な構造とする。□5  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収納管の上部は，遮蔽のために貯蔵区

域しゃへい相当厚となるように重量コン

クリートを充てんした長さ約 1.2ｍの収

納管プラグを設け，収納管プラグの上部

には炭素鋼製の厚さ約 10ｃｍの収納管

ふたを設ける。◇3  

収納管は，温度，放射線等の使用環境

を考慮し，防食処理（アルミニウム溶

射）した炭素鋼を用いる設計とする。◇3  

 

気体廃棄物の廃棄施設の収納管排気設

備の入口圧力の管理により，収納管の負

圧の維持状態に顕著な変化がないことを

確認できる設計とする。【◇2 】さらに，

収納管内面，収納管底部外面等に顕著な

変化がないことを確認するために，目視

等による観察が可能な措置を講ずる。◇11  

 

 

ｂ．通風管 

通風管は，収納管の外側に同心円状に

設置し，冷却空気の流路を形成する円筒

であり，支持架構に固定する。◇1  

 

通風管は，温度，放射線等の使用環境

を考慮し，防食処理（アルミニウム溶

射）した炭素鋼を用いる設計とする。◇3  

3.2.5 試験検査 

(１) 貯蔵建屋床面走行クレーンは，定

期的に試験及び検査を実施する。◇11  

 

(２) 貯蔵ピットの収納管は，収納管排

気設備の入口圧力を測定することに

より，負圧に維持していることの確

認を実施する。◇2  

 

(３) 貯蔵ピットは，ガラス固化体の冷

却空気の入口温度及び出口温度を測

定することにより，ガラス固化体か

ら発生する崩壊熱を適切に除去でき

ていることの確認を実施する。◇2  

 

3.2.6 評  価 

(１) 本設備は，円環流路及び十分な高

さをもったガラス固化体貯蔵建屋及

びガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟の冷却

空気出口シャフトの通風力により，

ガラス固化体から発生する崩壊熱を

適切に除去できる設計としている。

◇1  
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第十七条 （受入施設又は管理施設）（15 / 18） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類五 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 本設備は，ガラス固化体を貯蔵ピ

ットの収納管内に収納し，ガラス固

化体が冷却空気と直接接触しない方

法で管理するので，ガラス固化体容

器の腐食を防止し，ガラス固化体の

もつ閉じ込めの機能を維持できる設

計としている。◇1  

 

(３) 本設備は，ガラス固化体を貯蔵ピ

ットの収納管内にたてに最大９段

【◇3 】で収納することとしており，

ガラス固化体容器の機械的強度を考

慮した設計としている。◇1  

 

(４) 本設備は，収納管からの排気を適

切に処理し，北換気筒（ガラス固化

体受入れ・貯蔵建屋換気筒）の排気

口以外の場所から放出することがな

いように，収納管を気体廃棄物の廃

棄施設の収納管排気設備に接続し，

収納管内を負圧に維持することによ

り，放射性物質を限定された区域に

閉じ込めることができる設計として

いる。◇10  

 

(５) 本設備は，収納管を貯蔵区域の天

井スラブで懸架支持するとともに，

スペーサを介して支持架構で支持す

る構造としているので，ガラス固化

体の荷重及び地震時の荷重等に対し

て強度上十分耐えることができる設

計としている。また，収納管は，温

度，放射線等の使用環境を考慮し，

防食処理した炭素鋼を使用する設計

としている。◇1  

 

(６) 本設備のクレーンは，つりワイヤ

の二重化及びクレーン自体の転倒防

止対策を施し，電源喪失時にもガラ

ス固化体を保持できる機構を設け，

ガラス固化体の落下防止ができる設

計としている。また，本設備は，万

一のガラス固化体の落下によっても

ガラス固化体に著しい損傷を与えな

いように，ガラス固化体検査室での

ガラス固化体のつり上げ高さを９ｍ

以内に制限するとともに，収納管内

の底部には衝撃吸収体を兼ねたガラ

ス固化体受台を設ける等の設計とし

ている。◇1  
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基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第十七条 （受入施設又は管理施設）（16 / 18） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類五 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(７) 本設備のクレーンは，誤操作防止

を考慮するとともに誤操作によって

安全性が損なわれることがないよう

に，つり具からガラス固化体が外れ

落ちない設計としている。また，本

設備のクレ－ンに設置するしゃへい

容器付きトロリは，過走行を防止す

るインタ－ロックを設ける設計とし

ている。◇1  

 

3.3 参考文献一覧 

(１) ASME Boiler and Pressure 

Vessel Code, Section Ⅲ, Division 1, 

Class 1 Components in Elevated 

Temperature, Case N-47-26, 1987◇5  

(２) 「管路・ダクトの流体抵抗」

（1979），日本機械学会編◇5  

(３) 「機械工学便覧 A. 基礎編 A5 流

体工学」（1987），日本機械学会編◇5  

(４) 「伝熱工学資料（改訂第４版）｣

（1986），日本機械学会編◇5  

(５) Report s-ss-3-9, Heat Transfer 

Research Inc. （1987）◇5  

(６) 並木ほか，「高レベル廃棄物貯蔵

施設の自然空冷風量特性」，日本原子力

学会「1989 秋の大会」◇5  

(７) J.F.Peterson, "TAC2D A General 

Purpose Two-Dimensional Heat   

Transfer Computer Code", Gulf 

General Atomic Report,GA-8868 &  

9262, 1969◇5  

(８) 「伝熱工学資料（改訂第２版）」

（1966），日本機械学会編 

(９) Hibbit, Karlsson & Sorensen, 

Inc., "ABAQUS/Standard User's   

Manual".◇5  

(10) ASTM A 161, A 192（炭素鋼の温

度と許容応力の関係）, 米国石油学 

会編◇5  

(11) 「金属便覧（改訂第４版）｣

（1982），日本金属学会編◇5  

(12) 「マスコンクリートの温度応力発

生メカニズムに関するコロキウム」 

論文集（1984），日本コンクリート工学

協会◇5  

 

第 3.2－１表 ガラス固化体貯蔵設備の

主要設備の仕様 

 

(１) ガラス固化体貯蔵建屋 

a. 貯蔵建屋床面走行クレーン 
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技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類五 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
 

 

(ⅱ) 主要な設備及び機器の種類 

ガラス固化体貯蔵設備 

 

(ａ) ガラス固化体貯蔵建屋 

(イ) 貯蔵建屋床面走行クレーン 

台数 １□1  

種類 しゃへい容器付床面走行型 

（しゃへい容器付きトロリはガラス固化

体貯蔵建屋Ｂ棟の貯蔵建屋床面走行クレ

ーンと共用）□1  

 

(ロ) 貯蔵ピット 

基数 ２□1  

種類 間接自然空冷貯蔵方式□1  

構成 収納管及び通風管 各80本／基□1  

 

容量 ガラス固化体720本／基 

（ガラス固化体９本／収納管１本）□1  

主要寸法      

収納管内径  約44ｃｍ□1  

収納管外径  約46ｃｍ□1  

収納管長さ  約16ｍ□1  

通風管内径  約58ｃｍ□1  

通風管長さ  約12ｍ□1  

主要材質   炭素鋼□1  

 

 (ｂ) ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟 

(イ) 貯蔵建屋床面走行クレーン 

台数 １□1  

種類 しゃへい容器付床面走行型□1  

 

 

(ロ) 貯蔵ピット 

基数 ２□1  

種類 間接自然空冷貯蔵方式□1  

構成 収納管及び通風管 各80本／基□1  

 

容量 ガラス固化体720本／基 

（ガラス固化体９本／収納管１本）□1  

主要寸法      

収納管内径  約44ｃｍ□1  

収納管外径  約46ｃｍ□1  

収納管長さ  約16ｍ□1  

通風管内径  約58ｃｍ□1  

通風管長さ  約12ｍ□1  

主要材質   炭素鋼□1  

 

 

(ⅲ) 管理する放射性廃棄物の種類及び

 

種類 しゃへい容器付床面走行形 

（しゃへい容器付きトロリはガラス固化

体貯蔵建屋Ｂ棟の貯蔵建屋床面走行クレ

ーンと共用）◇3  

台数 １◇3  

容量 約 40ｋＮ（約４ｔ）◇3  

 

 

b. 貯蔵ピット 

種類 間接自然空冷貯蔵方式◇3  

基数 ２◇3  

構成 収納管及び通風管 各 80 本／基

◇3  

容量 ガラス固化体 720 本／基◇3  

（ガラス固化体９本／収納管１本）◇3  

寸法 約 26ｍ×約６ｍ×高さ約 17ｍ◇3  

収納管内径  約 44ｃｍ◇3  

収納管外径  約 46ｃｍ◇3  

収納管長さ  約 16ｍ◇3  

通風管内径  約 58ｃｍ◇3  

通風管長さ  約 12ｍ◇3  

主要材質     炭素鋼◇3  

 

 (２) ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟 

a. 貯蔵建屋床面走行クレーン 

種類 しゃへい容器付床面走行形◇3  

台数 １◇3  

容量 約 40ｋＮ（約４ｔ）◇3  

 

b. 貯蔵ピット 

種類 間接自然空冷貯蔵方式◇3  

基数 ２◇3  

構成 収納管及び通風管 各 80 本／基

◇3  

容量 ガラス固化体 720 本／基◇3  

（ガラス固化体９本／収納管１本）◇3  

寸法 約 26ｍ×約６ｍ×高さ約 17ｍ◇3  

収納管内径  約 44ｃｍ◇3  

収納管外径  約 46ｃｍ◇3  

収納管長さ  約 16ｍ◇3  

通風管内径  約 58ｃｍ◇3  

通風管長さ  約 12ｍ◇3  

主要材質     炭素鋼◇3  
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技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類五 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
その種類ごとの最大管理能力 

放射性廃棄物の種類  ガラス固化体□1  

最大管理能力      2,880本□1  

〔貯蔵ピット１基当たり720本（総発熱

量1,440ｋＷ／基以下）〕□1  

 

Ｂ．廃棄の方法 

イ．廃棄物管理の方法の概要 

 

(４) ガラス固化体貯蔵 

検査後のガラス固化体は，貯蔵建屋床

面走行クレーンにより貯蔵ピットの収納

管内に収納する。【④-3】ガラス固化体

の収納に当たっては，原則として冷却空

気出口シャフト側の収納管から順次収納

し，また，発熱量の大きいガラス固化体

が下段となるようにし，かつ１本の収納

管に片寄らないように配慮するととも

に，収納管１本当たりの収納本数を最大

９本，【□1 】収納管１本に収納されるガ

ラス固化体の総発熱量を18ｋＷ以下とな

るように収納し，最終的な処分がされる

までの間管理する。【②-3】貯蔵ピット

は，自然通風によりガラス固化体から発

生する熱を適切に除去する。③-3 

 

収納管に収納されたガラス固化体から

発生する熱が適切に除去されていること

を確認するために，ガラス固化体の冷却

空気温度に異常がないことを確認する。

③-4 

また，ガラス固化体を収納している収

納管内が負圧であることを確認する。□2  

 

 

第 3.2－２表 伝熱解析に用いる物性値

等◇5  

項   目 
物 性 値 

等 
 

外 気 温 29℃ ＊１ 

固化ガラス熱

伝導率 

0.775＋0.001

×（T－273） 

W/m・K 

｛T：温度

（K）｝ 

＊２ 

ガラス

固化体 

容器 

熱伝

導率 

（0.0125×

（T－273）＋

14.75） 

W/m・K 

｛T：温度

（K）｝ 

＊３ 

ふく

射率 
0.2 ＊４ 

収納管 

熱伝

導率 
35W/m・K 

＊５ 
ふく

射率 
0.6 

コンクリート

熱伝導率 
1.5W/m・K ＊６ 

 

＊１：冷却空気の外気温は，むつ特別地

域気象観測所（旧むつ測候所）の昭和

41 年から平成 11 年の夏季（６月～９

月）の３時間ごとの温度の超過確率１％

に相当する値とした。◇5  

＊２：第 1.6－４表のＯｒａｎｏ Ｃｙ

ｃｌｅ社から我が国の電力会社に示され

ている仕様（1.22W/m・K（100℃）～

1.49W/m・K（400℃）で各々±20％であ

るので安全側に－20％の値とした。）及

びＳｅｌｌａｆｉｅｌｄ Ｌｔｄ社から

我が国の電力会社に示されている仕様に

基づき設定した。◇5  

＊３：Ｏｒａｎｏ Ｃｙｃｌｅ社及びＳ

ｅｌｌａｆｉｅｌｄ Ｌｔｄ社から我が

国の電力会社に示されている仕様に基づ

き設定した。◇5  

＊４：第 1.6－４表のＳｅｌｌａｆｉｅ

ｌｄ Ｌｔｄ社から我が国の電力会社に

示されている仕様。◇5  

＊５：文献（８）による。◇5  

＊６：文献（12）による。◇5  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④-3(P8 へ) 

 

②-3(P13 へ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③-3(P13へ) 

 

 

 

③-4(P13 へ) 
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設工認申請書 各条文の設計の考え方 

1 

 

別紙１② 

第十七条（受入施設又は管理施設） 

１．技術基準の条文，解釈への適合に関する考え方 

№ 基本設計方針に記載する事項 適合性の考え方（理由） 項・号 解釈 添付書類 

① 
放射性廃棄物を管理するため

に必要な容量 
技術基準の要求を受けている内容 ２項１号 － a,b,c 

② 放射性廃棄物の保管 技術基準の要求を受けている内容 ２項２号 － a,b,c 

③ 放射性廃棄物の冷却 技術基準の要求を受けている内容 ２項３号 － a,b,c 

④ 
ガラス固化体貯蔵設備の系統

構成に関する事項 

事業許可申請書との整合性の観点

から記載する。 
－ － ｂ,c 

⑤ 
ガラス固化体を取り扱う機器

の遠隔操作に関する事項 

事業許可申請書との整合性の観点

から記載する。 

－ 

(20 条２項) 
－ c,f 

⑥ 搬送設備に関する事項 
事業許可申請書との整合性の観点

から記載する。 

－ 

(14 条１項２号) 
－ c,e 

⑦ 故障時の対応に関する事項 
事業許可申請書との整合性の観点

から記載する。 
－ － c 

２．事業変更許可申請書の本文のうち，基本設計方針に記載しないことの考え方 

№ 項目 考え方 添付書類 

□1  機器仕様 仕様表、図面等に示す情報であることから記載しない。 a,b 

□2  
計測制御系統施設に関する設

計 

計測制御系統施設に関する設計については，計測制御系

統施設に関する事項であるため，第 15 条「計測制御系統

施設」の基本設計方針で記載する。 

－ 

□3  地盤に関する設計 
地盤に関する設計については，地盤に関する事項である

ため，第 5条「地盤」の基本設計方針で記載する。 
－ 

□4  
外部からの衝撃による損傷の

防止に関する設計 

外部からの衝撃による損傷の防止に関する設計について

は，外部からの衝撃による損傷の防止に関する事項であ

るため，第 8 条「外部からの衝撃による損傷の防止」の

基本設計方針で記載する。 

－ 

□5  
試験・検査性の確保に関する設

計 

試験・検査性の確保に関する設計については，安全機能

を有する施設に関する事項であるため，第 12 条「安全機

能を有する施設」の基本設計方針で記載する。 
－ 

□6  誤操作防止に関する設計 

誤操作防止に関する設計については，安全機能を有する

施設に関する事項であるため，第 12 条「安全機能を有す

る施設」の基本設計方針で記載する。 
－ 

□7  遮蔽に関する設計 
遮蔽に関する設計については，遮蔽に関する事項である

ため，第 20 条「遮蔽」の基本設計方針で記載する。 
f 

□8  耐震評価に関する設計 

耐震評価に関する設計については，耐震に関する事項で

あるため，添付書類「Ⅱ 耐震性に関する説明書」で記

載する。 

g 

３．事業変更許可申請書の添六のうち，基本設計方針に記載しないことの考え方 

№ 項目 考え方 添付書類 

◇1  前書き（冒頭宣言） 前書き（冒頭宣言）であるため記載しない。 － 
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設工認申請書 各条文の設計の考え方 

2 

 

別紙１② 

重複記載 本文に重複した記載があるため記載しない。 

◇2  
他条文で展開する事項（第 15

条） 

第 15 条「計測制御系統施設」にて，説明する内容のため

記載しない。 
－ 

◇3  機器仕様 仕様表、図面等に示す情報であることから記載しない。 a,b 

◇4  
他条文で展開する事項（第 23

条） 

第 23 条「通信連絡設備等」にて，説明する内容のため

記載しない。 
－ 

◇5  
ガラス固化体等の温度解析等

による評価結果 

ガラス固化体のもつ閉じ込め性と冷却機能の健全性を温

度解析等により確認した評価結果であり，添付書類「Ⅲ

-1-2 管理施設に関する説明書」に記載するため記載し

ない。 

c 

◇6  
他条文で展開する事項（第 20

条） 

第 20 条「遮蔽」にて，説明する内容のため記載しない。 
f 

◇7  運用 

運用に係る記載であり，申請対象の設備はなく，作業管

理の一環として保安規定に定めて管理するため，記載し

ない。 

－ 

◇8  他条文で展開する事項（第5条） 
地盤に関する設計については，地盤に関する事項である

ため，第 5条「地盤」の基本設計方針で記載する。 
－ 

◇9  他条文で展開する事項（第8条） 
第 8 条「外部からの衝撃による損傷の防止」にて，説明

する内容のため記載しない。 
－ 

◇10  
他条文で展開する事項（第 10

条） 

第 10 条「閉じ込めの機能」にて，説明する内容のため記

載しない。 
－ 

◇11  
他条文で展開する事項（第 12

条） 

第 12 条「安全機能を有する施設」にて，説明する内容の

ため記載しない。 
d 

◇12  
他条文で展開する事項（第 18

条） 

第 18 条「処理施設及び廃棄施設」にて，説明する内容の

ため記載しない。 
－ 

４．添付書類等 

№ 書類名 

a 仕様表（設計条件及び仕様） 

b Ⅲ-2 廃棄物管理施設に関する図面 

c Ⅲ-1-2 管理施設に関する説明書 

ｄ Ⅲ-1-1-4 安全機能を有する施設が使用される条件の下における健全性に関する説明書 

e Ⅲ-1-1-9 搬送設備に関する説明書 

ｆ Ⅰ 放射線による被ばくの防止に関する説明書 

ｇ Ⅱ 耐震性に関する説明書 
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第十七条 受入施設又は管理施設）

別紙２

1

第2章　個別項目
1.　廃棄物管理設備本体
1.2　管理施設
管理施設の設計に係る共通的な設計方針については，第１章　共通項目の「2.　地
盤」，「3.　自然現象等」，「4.　閉じ込めの機能」，「5.　火災等による損傷の
防止」，「6.　遮蔽」及び「7.　設備に対する要求」に基づくものとする。

冒頭宣言 基本方針 基本方針 ―
― ―

2

管理施設は，ガラス固化体の移送及び管理を行う施設であり，ガラス固化体貯蔵設
備で構成し，ガラス固化体貯蔵建屋及びガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟に収納する設計
とする。
ガラス固化体貯蔵建屋及びガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟は，地上2階，地下2階の建物
とする設計とする。

設置要求

ガラス固化体貯蔵設備
ガラス固化体貯蔵建屋
ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟

設計方針（系統構成） ―
Ⅲ-2　廃棄物管理施設に関する図面

【管理施設に関する図面】
・管理施設の設備構成，系統構成，配置，構造等
を説明する。
（系統図，配置図，構造図等）

（既設工認「ロ．廃棄物管理設備本体」より変更
なし）

3
ガラス固化体貯蔵設備は，受け入れるガラス固化体を管理するために必要な容量を
有し，ガラス固化体の性状を考慮し，適切な方法により管理する設計とする。

機能要求①
機能要求②

ガラス固化体貯蔵設備
・貯蔵ピット

基本方針
<貯蔵ピット>
・容量

Ⅲ-1-2　管理施設に関する説明書
【2.　基本方針】
 ・管理施設の設計について説明する。

4
また，ガラス固化体から発生する崩壊熱及び放射線の照射によって過熱するおそれ
があるものは，冷却のための必要な措置を講ずる設計とする。

機能要求①

ガラス固化体貯蔵設備
・貯蔵ピット
ガラス固化体貯蔵建屋
ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟

基本方針 ― Ⅲ-1-2　管理施設に関する説明書

【2.　基本方針】
 ・管理施設の設計について説明する。

【崩壊熱除去に関する基本方針】
・ガラス固化体からの崩壊熱によりコンクリート
が加熱される恐れがあることから間接自然空冷貯
蔵方式にて崩壊熱を除去しコンクリート温度を適
切に維持する旨記載する。

（カラス固化体の崩壊熱除去の評価については既
認可の「Ⅳ　設計及び工事の方法の技術基準への
適合に関する説明書」より変更なし）

5

1.2.1　ガラス固化体貯蔵設備
ガラス固化体貯蔵設備は，貯蔵建屋床面走行クレーン，貯蔵ピット及びガラス固化
体抜出し装置で構成し， ガラス固化体検査室からガラス固化体をガラス固化体抜
出し装置を介して貯蔵建屋床面走行クレーンで貯蔵ピット上部まで移送し，貯蔵
ピットの収納管内に収納した後，管理を行う設計とする。
貯蔵建屋床面走行クレーン及び貯蔵ピットはガラス固化体貯蔵建屋及びガラス固化
体貯蔵建屋Ｂ棟に設置する設計とする。
なお，貯蔵建屋床面走行クレーン及び貯蔵ピットは，原則として，ガラス固化体貯
蔵建屋とガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟で同様の設計とする。

冒頭宣言
設置要求

ガラス固化体貯蔵設備
・貯蔵建屋床面走行クレーン
・貯蔵ピット
・ガラス固化体抜出し装置

設計方針（系統構成） ―
Ⅲ-2　廃棄物管理施設に関する図面

【管理施設に関する図面】
・管理施設の設備構成，系統構成，配置，構造等
を説明する。
（系統図，配置図，構造図等）

（既設工認「ロ．廃棄物管理設備本体」より変更
なし）

6
また，ガラス固化体抜出し装置及び貯蔵建屋床面走行クレーンは，制御室からの遠
隔操作が可能な設計とする。

機能要求①
ガラス固化体貯蔵設備
・貯蔵建屋床面走行クレーン
・ガラス固化体抜出し装置

基本方針 ― Ⅲ-1-2　管理施設に関する説明書
【2.1 ガラス固化体貯蔵設備】
・ガラス固化体貯蔵設備に係る基本方針につい
て，説明する。

7
貯蔵建屋床面走行クレーンは，ガーダ，トロリとしゃへい容器が一体構造となった
しゃへい容器付きトロリで構成し，しゃへい容器付きトロリをガーダに搭載する設
計とする。

設置要求
ガラス固化体貯蔵設備
・貯蔵建屋床面走行クレーン

設計方針（系統構成） ―

8
貯蔵建屋床面走行クレーンは，ガラス固化体を収納管内にたて積みで収納するため
のつり具を有し，ガラス固化体をしゃへい容器に収納できる設計とする。

設置要求
ガラス固化体貯蔵設備
・貯蔵建屋床面走行クレーン

設計方針（系統構成） ―

Ⅲ-2　廃棄物管理施設に関する図面

【管理施設に関する図面】
・管理施設の設備構成，系統構成，配置，構造等
を説明する。
（系統図，配置図，構造図等）

（既設工認「ロ．廃棄物管理設備本体」より変更
なし）

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 添付書類　説明内容添付書類　構成仕様表展開事項
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第十七条 受入施設又は管理施設）

別紙２

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 添付書類　説明内容添付書類　構成仕様表展開事項

9

貯蔵建屋床面走行クレーンはガラス固化体の落下防止のためにつりワイヤの二重化
及びクレーン自体の転倒防止対策を施し，動力の供給が停止した場合にもガラス固
化体を保持できる機構を有する構造とするとともに，誤操作を考慮し，ガラス固化
体の荷重及びつり上げ高さを検出できる設計とし，ガラス固化体検査室でのつり上
げ高さを９ｍ以内に制限できる設計とする。

機能要求①
ガラス固化体貯蔵設備
・貯蔵建屋床面走行クレーン

基本方針 ―

10

また，つり具がガラス固化体を確実につかんでいない場合にはガラス固化体をつり
上げられず，ガラス固化体の荷重がなくならない限り，つり具からガラス固化体が
外れない設計とするとともに，つり具の中心がガラス固化体の中心から外れたとし
ても確実にガラス固化体をつり上げることができる設計とする。

機能要求①
ガラス固化体貯蔵設備
・貯蔵建屋床面走行クレーン

基本方針 ―

11

しゃへい容器付きトロリは，ガラス固化体貯蔵建屋の貯蔵建屋床面走行クレーンと
ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟の貯蔵建屋床面走行クレーンとの間を移動できる設計と
するとともに，過走行を防止するインターロックを設け，貯蔵建屋床面走行クレー
ンが所定の位置に停止していない限りしゃへい容器を搭載したトロリを移動できな
いインターロックを設ける設計とする。

機能要求①
ガラス固化体貯蔵設備
・貯蔵建屋床面走行クレーン

基本方針 ―

12
貯蔵建屋床面走行クレーンは，故障時にも手動操作にてガラス固化体の収納管内へ
の収納等の対応ができる設計とすることを保安規定に定めて，管理する。

運用要求
ガラス固化体貯蔵設備
・貯蔵建屋床面走行クレーン

基本方針 ―

13

貯蔵ピットは，収納管，通風管，支持架構及びプレナム形成板で構成する。収納管
は，貯蔵区域の天井スラブで懸架支持し，収納管の外側にはスペーサを介して同心
円状に通風管を設置し，地震時の収納管の荷重は，スペーサを介して支持架構で支
持する設計とする。

設置要求
ガラス固化体貯蔵設備
・貯蔵ピット

設計方針（系統構成） ―
Ⅲ-2　廃棄物管理施設に関する図面

【管理施設に関する図面】
・管理施設の設備構成，系統構成，配置，構造等
を説明する。
（系統図，配置図，構造図等）

（既設工認「ロ．廃棄物管理設備本体」より変更
なし）

14

収納管は，ガラス固化体容器の腐食を防止するためにガラス固化体をその内部に収
納し，ガラス固化体が冷却空気と直接接触しない方法で管理することで，ガラス固
化体のもつ閉じ込めの機能を維持できる設計とするとともに，ガラス固化体容器の
機械的強度を考慮し，収納できる設計とする。

機能要求①
ガラス固化体貯蔵設備
・貯蔵ピット

基本方針 ―

15

収納管は，ガラス固化体が落下した場合でも，収納管とガラス固化体との間隙が小
さく，収納管内の空気が間隙から排出されにくいので，収納管内の空気による圧縮
抵抗が働き，ガラス固化体の落下速度，落下衝撃を減少させる効果を有するととも
に，底部に衝撃吸収体を兼ねたガラス固化体受台を設けることにより，万一のガラ
ス固化体落下時にもガラス固化体に著しい損傷を与えず，また，収納管に損傷を生
じない設計とする。

機能要求①
ガラス固化体貯蔵設備
・貯蔵ピット

基本方針 ―

16

ガラス固化体の収納に当たっては，原則として冷却空気出口シャフト側の収納管か
ら順次収納し，また，発熱量の大きいガラス固化体が下段となるようにし，かつ1
本の収納管に片寄らないように配慮するとともに，収納管1本に収納されるガラス
固化体の総発熱量を18kW以下となるように収納し，最終的な処分がされるまでの間
管理することを保安規定に定めて，管理する。

評価要求
運用要求

ガラス固化体貯蔵設備
・貯蔵ピット

基本方針
設計方針（評価方針等）
評価（崩壊熱除去解析）

―

17

貯蔵区域の天井，側壁のコンクリートの長期健全性を確保するために，適切に断熱
又は除熱を行う設計とする。
ガラス固化体貯蔵設備は，ガラス固化体から発生する熱量に応じて生じる通風力に
よって収納管及び通風管で形成する円環流路を流れる冷却空気でガラス固化体及び
構造物を間接的に冷却する設計とし，また，冷却空気は冷却空気入口シャフトから
貯蔵区域内の下部プレナムに流入し，円環流路及び貯蔵区域の上部プレナムを通っ
て冷却空気出口シャフトの排気口から放出する設計とする。
また，ガラス固化体貯蔵設備は，ガラス固化体からの崩壊熱が適切に除去されてい
ることを確認するため，冷却空気の温度を監視する設計とする。

機能要求①
機能要求②
評価要求

ガラス固化体貯蔵設備
・貯蔵ピット
ガラス固化体貯蔵建屋
ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟

基本方針
設計方針（評価方針等）
評価（崩壊熱除去解析）

<貯蔵ピット>
・主要寸法
・主要材料
<建物・構造物>
・主要寸法
・主要材料

Ⅲ-1-2　管理施設に関する説明書

【2.1 ガラス固化体貯蔵設備】
・ガラス固化体貯蔵設備に係る基本方針につい
て，説明する。

【崩壊熱除去に関する基本方針】
・ガラス固化体からの崩壊熱によりコンクリート
が加熱される恐れがあることから間接自然空冷貯
蔵方式にて崩壊熱を除去しコンクリート温度を適
切に維持する旨記載する。

【崩壊熱除去対象設備】
・冷却空気によるガラス固化体から発生する崩壊
熱の除去，断熱材等による貯蔵区域天井部コンク
リートの過熱防止，空気流路（側壁流路）による
貯蔵区域の側壁部の発熱除去，断熱材による冷却
空気出口シャフトの過熱防止について記載する。
【崩壊熱量】
・ガラス固化体一本当たりの平均発熱量2.0kWか
ら各解析に用いる発熱量を設定する。
【崩壊熱除去解析方法】
・解析フロー，解析モデル，パラメータ設定，解
析コードについて記載する。
【計算コード】
・温度評価に用いる解析コードおよびその使用の
妥当性について記載する。
【解析のケース】
・解析を実施する上で温度が厳しい条件となるガ
ラス固化体収納状態をいくつかケース分けし記載
する
【解析結果】
・崩壊熱除去解析により得られた冷却空気量，ガ
ラス固化体温度，コンクリート部温度を記載す
る。

（カラス固化体の崩壊熱除去の評価については既
認可の「Ⅳ　設計及び工事の方法の技術基準への
適合に関する説明書」より変更なし）

Ⅲ-1-2　管理施設に関する説明書
【2.1 ガラス固化体貯蔵設備】
・ガラス固化体貯蔵設備に係る基本方針につい
て，説明する。

Ⅲ-1-2　管理施設に関する説明書
【2.1 ガラス固化体貯蔵設備】
・ガラス固化体貯蔵設備に係る基本方針につい
て，説明する。
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令和５年１月５日 Ｒ０ 

 

 

 

 

 

別紙３ 
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基本設計方針の添付書類への展開
（第十七条 受入施設又は管理施設）

別紙３①

項目番号 基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項 添付書類における記載 補足すべき事項

1

第2章　個別項目
1.　廃棄物管理設備本体
1.2　管理施設
管理施設の設計に係る共通的な設計方針については，第１章　共通項目の「2.　地盤」，「3.　自然現象等」，「4.　閉じ込めの機
能」，「5.　火災等による損傷の防止」，「6.　遮蔽」及び「7.　設備に対する要求」に基づくものとする。

冒頭宣言 基本方針 ― ― ― 補足すべき事項は無し

3
ガラス固化体貯蔵設備は，受け入れるガラス固化体を管理するために必要な容量を有し，ガラス固化体の性状を考慮し，適切な方法によ
り管理する設計とする。

機能要求①
機能要求②

ガラス固化体貯蔵設備
・貯蔵ピット

補足すべき事項は無し

4
また，ガラス固化体から発生する崩壊熱及び放射線の照射によって過熱するおそれがあるものは，冷却のための必要な措置を講ずる設計
とする。

機能要求①

ガラス固化体貯蔵設備
・貯蔵ピット
ガラス固化体貯蔵建屋
ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟

補足すべき事項は無し

6 また，ガラス固化体抜出し装置及び貯蔵建屋床面走行クレーンは，制御室からの遠隔操作が可能な設計とする。 機能要求①

ガラス固化体貯蔵設備
・貯蔵建屋床面走行クレー
ン
・ガラス固化体抜出し装置

補足すべき事項は無し

9
貯蔵建屋床面走行クレーンはガラス固化体の落下防止のためにつりワイヤの二重化及びクレーン自体の転倒防止対策を施し，動力の供給
が停止した場合にもガラス固化体を保持できる機構を有する構造とするとともに，誤操作を考慮し，ガラス固化体の荷重及びつり上げ高
さを検出できる設計とし，ガラス固化体検査室でのつり上げ高さを９ｍ以内に制限できる設計とする。

機能要求①
ガラス固化体貯蔵設備
・貯蔵建屋床面走行クレー
ン

補足すべき事項は無し

10
また，つり具がガラス固化体を確実につかんでいない場合にはガラス固化体をつり上げられず，ガラス固化体の荷重がなくならない限
り，つり具からガラス固化体が外れない設計とするとともに，つり具の中心がガラス固化体の中心から外れたとしても確実にガラス固化
体をつり上げることができる設計とする。

機能要求①
ガラス固化体貯蔵設備
・貯蔵建屋床面走行クレー
ン

補足すべき事項は無し

11
しゃへい容器付きトロリは，ガラス固化体貯蔵建屋の貯蔵建屋床面走行クレーンとガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟の貯蔵建屋床面走行クレー
ンとの間を移動できる設計とするとともに，過走行を防止するインターロックを設け，貯蔵建屋床面走行クレーンが所定の位置に停止し
ていない限りしゃへい容器を搭載したトロリを移動できないインターロックを設ける設計とする。

機能要求①
ガラス固化体貯蔵設備
・貯蔵建屋床面走行クレー
ン

補足すべき事項は無し

12
貯蔵建屋床面走行クレーンは，故障時にも手動操作にてガラス固化体の収納管内への収納等の対応ができる設計とすることを保安規定に
定めて，管理する。

運用要求
ガラス固化体貯蔵設備
・貯蔵建屋床面走行クレー
ン

補足すべき事項は無し

14
収納管は，ガラス固化体容器の腐食を防止するためにガラス固化体をその内部に収納し，ガラス固化体が冷却空気と直接接触しない方法
で管理することで，ガラス固化体のもつ閉じ込めの機能を維持できる設計とするとともに，ガラス固化体容器の機械的強度を考慮し，収
納できる設計とする。

機能要求①
ガラス固化体貯蔵設備
・貯蔵ピット

補足すべき事項は無し

15

収納管は，ガラス固化体が落下した場合でも，収納管とガラス固化体との間隙が小さく，収納管内の空気が間隙から排出されにくいの
で，収納管内の空気による圧縮抵抗が働き，ガラス固化体の落下速度，落下衝撃を減少させる効果を有するとともに，底部に衝撃吸収体
を兼ねたガラス固化体受台を設けることにより，万一のガラス固化体落下時にもガラス固化体に著しい損傷を与えず，また，収納管に損
傷を生じない設計とする。

機能要求①
ガラス固化体貯蔵設備
・貯蔵ピット

補足すべき事項は無し

16
ガラス固化体の収納に当たっては，原則として冷却空気出口シャフト側の収納管から順次収納し，また，発熱量の大きいガラス固化体が
下段となるようにし，かつ1本の収納管に片寄らないように配慮するとともに，収納管1本に収納されるガラス固化体の総発熱量を18kW以
下となるように収納し，最終的な処分がされるまでの間管理することを保安規定に定めて，管理する。

評価要求
運用要求

ガラス固化体貯蔵設備
・貯蔵ピット

補足すべき事項は無し

17

貯蔵区域の天井，側壁のコンクリートの長期健全性を確保するために，適切に断熱又は除熱を行う設計とする。
ガラス固化体貯蔵設備は，ガラス固化体から発生する熱量に応じて生じる通風力によって収納管及び通風管で形成する円環流路を流れる
冷却空気でガラス固化体及び構造物を間接的に冷却する設計とし，また，冷却空気は冷却空気入口シャフトから貯蔵区域内の下部プレナ
ムに流入し，円環流路及び貯蔵区域の上部プレナムを通って冷却空気出口シャフトの排気口から放出する設計とする。
また，ガラス固化体貯蔵設備は，ガラス固化体からの崩壊熱が適切に除去されていることを確認するため，冷却空気の温度を監視する設
計とする。

機能要求①
評価要求

ガラス固化体貯蔵設備
・貯蔵ピット
ガラス固化体貯蔵建屋
ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟

補足すべき事項は無し

16
ガラス固化体の収納に当たっては，原則として冷却空気出口シャフト側の収納管から順次収納し，また，発熱量の大きいガラス固化体が
下段となるようにし，かつ1本の収納管に片寄らないように配慮するとともに，収納管1本に収納されるガラス固化体の総発熱量を18kW以
下となるように収納し，最終的な処分がされるまでの間管理することを保安規定に定めて，管理する。

評価要求
運用要求

ガラス固化体貯蔵設備
・貯蔵ピット

補足すべき事項は無し

17

貯蔵区域の天井，側壁のコンクリートの長期健全性を確保するために，適切に断熱又は除熱を行う設計とする。
ガラス固化体貯蔵設備は，ガラス固化体から発生する熱量に応じて生じる通風力によって収納管及び通風管で形成する円環流路を流れる
冷却空気でガラス固化体及び構造物を間接的に冷却する設計とし，また，冷却空気は冷却空気入口シャフトから貯蔵区域内の下部プレナ
ムに流入し，円環流路及び貯蔵区域の上部プレナムを通って冷却空気出口シャフトの排気口から放出する設計とする。
また，ガラス固化体貯蔵設備は，ガラス固化体からの崩壊熱が適切に除去されていることを確認するため，冷却空気の温度を監視する設
計とする。

機能要求①
評価要求

ガラス固化体貯蔵設備
・貯蔵ピット
ガラス固化体貯蔵建屋
ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟

補足すべき事項は無し

展開先（小項目）

基本方針 【2.　基本方針】
 ・管理施設の設計について説明する。

【2.1 ガラス固化体貯蔵設備】
・ガラス固化体貯蔵設備に係る基本方針について，説明する。

【崩壊熱除去に関する基本方針】
・ガラス固化体からの崩壊熱によりコンクリートが加熱される恐れがあることから間接自然空冷貯蔵方式にて崩壊熱
を除去しコンクリート温度を適切に維持する旨記載する。

設計方針（評価方
針等）
評価（崩壊熱除去
解析）

Ⅲ-1-2　管理施
設に関する説明
書

2.　基本方針

【崩壊熱除去に関する基本方針】
・ガラス固化体からの崩壊熱によりコンクリートが加熱される恐れがあることから間接自然空冷貯蔵方式にて崩壊熱
を除去しコンクリート温度を適切に維持する旨記載する。

【崩壊熱除去対象設備】
・冷却空気によるガラス固化体から発生する崩壊熱の除去、断熱材等による貯蔵区域天井部コンクリートの過熱防
止、空気流路（側壁流路）による貯蔵区域の側壁部の発熱除去、断熱材による冷却空気出口シャフトの過熱防止につ
いて記載する。
【崩壊熱量】
・ガラス固化体一本当たりの平均発熱量2.0kWから各解析に用いる発熱量を設定する。
【崩壊熱除去解析方法】
・解析フロー、解析モデル、パラメータ設定、解析コードについて記載する。
【計算コード】
・温度評価に用いる解析コードおよびその使用の妥当性について記載する。
【解析のケース】
・解析を実施する上で温度が厳しい条件となるガラス固化体収納状態をいくつかケース分けし記載する
【解析結果】
・崩壊熱除去解析により得られた冷却空気量、ガラス固化体温度、コンクリート部温度を記載する。

（カラス固化体の崩壊熱除去の評価については既認可の「Ⅳ　設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明
書」より変更なし）
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基本設計方針の添付書類への展開
（第十七条 受入施設又は管理施設）

別紙３①

項目番号 基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項 添付書類における記載 補足すべき事項展開先（小項目）

2

管理施設は，ガラス固化体の移送及び管理を行う施設であり，ガラス固化体貯蔵設備で構成し，ガラス固化体貯蔵建屋及びガラス固化体
貯蔵建屋Ｂ棟に収納する設計とする。
ガラス固化体貯蔵建屋及びガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟は，地上2階，地下2階の建物とする設計とする。 設置要求

ガラス固化体貯蔵設備
ガラス固化体貯蔵建屋
ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟

補足すべき事項は無し

5

1.2.1　ガラス固化体貯蔵設備
ガラス固化体貯蔵設備は，貯蔵建屋床面走行クレーン，貯蔵ピット及びガラス固化体抜出し装置で構成し， ガラス固化体検査室からガラ
ス固化体をガラス固化体抜出し装置を介して貯蔵建屋床面走行クレーンで貯蔵ピット上部まで移送し，貯蔵ピットの収納管内に収納した
後，管理を行う設計とする。
貯蔵建屋床面走行クレーン及び貯蔵ピットはガラス固化体貯蔵建屋及びガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟に設置する設計とする。
なお，貯蔵建屋床面走行クレーン及び貯蔵ピットは，原則として，ガラス固化体貯蔵建屋とガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟で同様の設計とす
る。

冒頭宣言
設置要求

ガラス固化体貯蔵設備
・貯蔵建屋床面走行クレー
ン
・貯蔵ピット
・ガラス固化体抜出し装置

補足すべき事項は無し

7
貯蔵建屋床面走行クレーンは，ガーダ，トロリとしゃへい容器が一体構造となったしゃへい容器付きトロリで構成し，しゃへい容器付き
トロリをガーダに搭載する設計とする。

設置要求
ガラス固化体貯蔵設備
・貯蔵建屋床面走行クレー
ン

補足すべき事項は無し

8
貯蔵建屋床面走行クレーンは，ガラス固化体を収納管内にたて積みで収納するためのつり具を有し，ガラス固化体をしゃへい容器に収納
できる設計とする。

設置要求
ガラス固化体貯蔵設備
・貯蔵建屋床面走行クレー
ン

補足すべき事項は無し

13
貯蔵ピットは，収納管，通風管，支持架構及びプレナム形成板で構成する。収納管は，貯蔵区域の天井スラブで懸架支持し，収納管の外
側にはスペーサを介して同心円状に通風管を設置し，地震時の収納管の荷重は，スペーサを介して支持架構で支持する設計とする。

設置要求
ガラス固化体貯蔵設備
・貯蔵ピット

補足すべき事項は無し

設計方針（系統構
成）

Ⅲ-2　廃棄物管
理施設に関する
図面

Ⅲ-2-2　平面図及び断面図
Ⅲ-2-3　系統図
Ⅲ-2-4　配置図
Ⅲ-2-5　構造図

・既設工認「ロ．廃棄物管理設備本体」より変更なし
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基本設計方針の添付書類への展開
（第十七条 受入施設又は管理施設）

別紙３②

1. 1.1 1.1.1 (1) a. (a) イ. (イ)以降

1. 概要
【1. 概要】
・管理施設に関する説明書の概要について記載する。

補足すべき対象はない。

2. 基本方針
【2. 基本方針】
・気体廃棄物の廃棄設備に係る基本方針について，説明す
る。

補足すべき対象はない。

2.1 ガラス固化体貯蔵設備

【2.1 ガラス固化体貯蔵設備】
・ガラス固化体貯蔵設備に係る基本方針について，説明す
る。
・カラス固化体の崩壊熱除去の評価については既認可の「Ⅳ
設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書」よ
り変更ないことを説明する。

補足すべき対象はない。

　Ⅲ-1　説明書

　Ⅲ-1-2　管理施設に関する説明書

廃棄物目次
廃棄物添付書類構成案 補足説明資料記載概要

添付Ⅲ　その他の説明書
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添付書類の発電炉との比較 
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別紙４ 

廃棄物管理施設－発電炉 記載比較 

【Ⅲ－１－２ 管理施設に関する説明書】(1/9) 

 

廃棄物管理施設 発電炉 
備 考 

基本設計方針 添付書類 添付書類 

第 2章 個別項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ－１－２ 管理施設に関する説明書 

目次 

1. 概要 

2.基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 発電炉に対応する添

付書類がないことか

ら発電炉との比較は

行わない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【凡例】 
下線： 
・プラントの違いによらない記載内容の差異 
・章⽴ての違いによる記載位置の違いによる差異 

⼆重下線： 
・プラント固有の事項による記載内容の差異 
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別紙４ 

廃棄物管理施設－発電炉 記載比較 

【Ⅲ－１－２ 管理施設に関する説明書】(2/9) 

 

廃棄物管理施設 発電炉 
備 考 

基本設計方針 添付書類 添付書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 廃棄物管理設備本体 

1.1 管理施設 

管理施設の設計に係る共通的な設計方

針については，第１章 共通項目の「２．

地盤」，「３．自然現象等」，「４．閉じ込め

の機能」，「５．火災等による損傷の防止」，

「6．遮蔽」及び「7．設備に対する要求」

に基づくものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 概要 

本資料は，「特定第一種廃棄物埋設施設

又は特定廃棄物管理施設の技術基準に関

する規則」第十七条に適合する設計とす

るため，管理施設における設計上の考慮

について説明するものである。 
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別紙４ 

廃棄物管理施設－発電炉 記載比較 

【Ⅲ－１－２ 管理施設に関する説明書】(3/9) 

 

廃棄物管理施設 発電炉 
備 考 

基本設計方針 添付書類 添付書類 

 

 

 

管理施設は，ガラス固化体の移送及び

管理を行う施設であり，ガラス固化体貯

蔵設備で構成し，ガラス固化体貯蔵建屋

及びガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟に収納す

る設計とする。 

 

ガラス固化体貯蔵建屋及びガラス固化

体貯蔵建屋Ｂ棟は，地上 2 階，地下 2 階

の建物とする設計とする。 

 

ガラス固化体貯蔵設備は，受け入れる

ガラス固化体を管理するために必要な容

量を有し，ガラス固化体の性状を考慮し，

適切な方法により管理する設計とする。 

 

 

また，ガラス固化体から発生する崩壊

熱及び放射線の照射によって過熱するお

それがあるものは，冷却のための必要な

措置を講ずる設計とする。 

 

1.2.1 ガラス固化体貯蔵設備 

ガラス固化体貯蔵設備は，貯蔵建屋

床面走行クレーン，貯蔵ピット及びガ

ラス固化体抜出し装置で構成し，ガラ

ス固化体検査室からガラス固化体をガ

ラス固化体抜出し装置を介して貯蔵建

屋床面走行クレーンで貯蔵ピット上部

まで移送し，貯蔵ピットの収納管内に

収納した後，管理を行う設計とする。 

 

 

2. 基本方針 

管理施設は，ガラス固化体の移送及び

管理を行う施設であり，ガラス固化体貯

蔵設備で構成し，ガラス固化体貯蔵建屋

及びガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟に収納す

る設計とする。 

 

ガラス固化体貯蔵建屋及びガラス固化

体貯蔵建屋Ｂ棟は，地上2階，地下2階の

建物とする設計とする。 

 

ガラス固化体貯蔵設備は，受け入れる

ガラス固化体を管理するために必要な容

量を有し，ガラス固化体の性状を考慮

し，適切な方法により管理する設計とす

る。 

 

また，ガラス固化体から発生する崩壊

熱及び放射線の照射によって過熱するお

それがあるものは，冷却のための必要な

措置を講ずる設計とする。 

 

2.1 ガラス固化体貯蔵設備 

ガラス固化体貯蔵設備は，貯蔵建屋床

面走行クレーン，貯蔵ピット及びガラス

固化体抜出し装置で構成し，ガラス固化

体検査室からガラス固化体をガラス固化

体抜出し装置を介して貯蔵建屋床面走行

クレーンで貯蔵ピット上部まで移送し，

貯蔵ピットの収納管内に収納した後，管

理を行う設計とする。 
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廃棄物管理施設－発電炉 記載比較 

【Ⅲ－１－２ 管理施設に関する説明書】(4/9) 

 

廃棄物管理施設 発電炉 
備 考 

基本設計方針 添付書類 添付書類 

 

なお，貯蔵建屋床面走行クレーン及

び貯蔵ピットは，原則として，ガラス

固化体貯蔵建屋とガラス固化体貯蔵建

屋Ｂ棟で同様の設計とする。 

 

貯蔵建屋床面走行クレーン及び貯蔵

ピットはガラス固化体貯蔵建屋及びガ

ラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟に設置する設

計とする。 

 

また，ガラス固化体抜出し装置及び

貯蔵建屋床面走行クレーンは，制御室

からの遠隔操作が可能な設計とする。 

 

貯蔵建屋床面走行クレーンは，ガー

ダ，トロリとしゃへい容器が一体構造

となったしゃへい容器付きトロリで構

成し，しゃへい容器付きトロリをガー

ダに搭載する設計とする。 

 

貯蔵建屋床面走行クレーンは，ガラ

ス固化体を収納管内にたて積みで収納

するためのつり具を有し，ガラス固化

体をしゃへい容器に収納できる設計と

する。 

 

貯蔵建屋床面走行クレーンはガラス

固化体の落下防止のためにつりワイヤ

の二重化及びクレーン自体の転倒防止

対策を施し，動力の供給が停止した場

合にもガラス固化体を保持できる機構

を有する構造とするとともに，誤操作

 

なお，貯蔵建屋床面走行クレーン及び

貯蔵ピットは，原則として，ガラス固化体

貯蔵建屋とガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟で

同様の設計とする。 

 

貯蔵建屋床面走行クレーン及び貯蔵ピ

ットはガラス固化体貯蔵建屋及びガラス

固化体貯蔵建屋Ｂ棟に設置する設計とす

る。 

 

また，ガラス固化体抜出し装置及び貯

蔵建屋床面走行クレーンは，制御室から

の遠隔操作が可能な設計とする。 

 

貯蔵建屋床面走行クレーンは，ガーダ，

トロリとしゃへい容器が一体構造となっ

たしゃへい容器付きトロリで構成し，し

ゃへい容器付きトロリをガーダに搭載す

る設計とする。 

 

貯蔵建屋床面走行クレーンは，ガラス

固化体を収納管内にたて積みで収納する

ためのつり具を有し，ガラス固化体をし

ゃへい容器に収納できる設計とする。 

 

 

貯蔵建屋床面走行クレーンはガラス固

化体の落下防止のためにつりワイヤの二

重化及びクレーン自体の転倒防止対策を

施し，動力の供給が停止した場合にもガ

ラス固化体を保持できる機構を有する構

造とするとともに，誤操作を考慮し，ガラ
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廃棄物管理施設－発電炉 記載比較 

【Ⅲ－１－２ 管理施設に関する説明書】(5/9) 

 

廃棄物管理施設 発電炉 
備 考 

基本設計方針 添付書類 添付書類 

を考慮し，ガラス固化体の荷重及びつ

り上げ高さを検出できる設計とし，ガ

ラス固化体検査室でのつり上げ高さを

９ｍ以内に制限できる設計とする。 

 

また，つり具がガラス固化体を確実

につかんでいない場合にはガラス固化

体をつり上げられず，ガラス固化体の

荷重がなくならない限り，つり具から

ガラス固化体が外れない設計とすると

ともに，つり具の中心がガラス固化体

の中心から外れたとしても確実にガラ

ス固化体をつり上げることができる設

計とする。 

 

しゃへい容器付きトロリは，ガラス

固化体貯蔵建屋の貯蔵建屋床面走行ク

レーンとガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟の

貯蔵建屋床面走行クレーンとの間を移

動できる設計とするとともに，過走行

を防止するインターロックを設け，貯

蔵建屋床面走行クレーンが所定の位置

に停止していない限りしゃへい容器を

搭載したトロリを移動できないインタ

ーロックを設ける設計とする。 

 

貯蔵建屋床面走行クレーンは，故障

時にも手動操作にてガラス固化体の収

納管内への収納等の対応ができる設計

とすることを保安規定に定めて，管理

する。 

 

貯蔵ピットは，収納管，通風管，支

ス固化体の荷重及びつり上げ高さを検出

できる設計とし，ガラス固化体検査室で

のつり上げ高さを９ｍ以内に制限できる

設計とする。 

 

また，つり具がガラス固化体を確実に

つかんでいない場合にはガラス固化体を

つり上げられず，ガラス固化体の荷重が

なくならない限り，つり具からガラス固

化体が外れない設計とするとともに，つ

り具の中心がガラス固化体の中心から外

れたとしても確実にガラス固化体をつり

上げることができる設計とする。 

 

 

しゃへい容器付きトロリは，ガラス固

化体貯蔵建屋の貯蔵建屋床面走行クレー

ンとガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟の貯蔵建

屋床面走行クレーンとの間を移動できる

設計とするとともに，過走行を防止する

インターロックを設け，貯蔵建屋床面走

行クレーンが所定の位置に停止していな

い限りしゃへい容器を搭載したトロリを

移動できないインターロックを設ける設

計とする。 

 

貯蔵建屋床面走行クレーンは，故障時

にも手動操作にてガラス固化体の収納管

内への収納等の対応ができる設計とする

ことを保安規定に定めて，管理する。 

 

 

貯蔵ピットは，収納管，通風管，支持架
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廃棄物管理施設－発電炉 記載比較 

【Ⅲ－１－２ 管理施設に関する説明書】(6/9) 

 

廃棄物管理施設 発電炉 
備 考 

基本設計方針 添付書類 添付書類 

持架構及びプレナム形成板で構成す

る。収納管は，貯蔵区域の天井スラブ

で懸架支持し，収納管の外側にはスペ

ーサを介して同心円状に通風管を設置

し，地震時の収納管の荷重は，スペー

サを介して支持架構で支持する設計と

する。 

 

収納管は，ガラス固化体容器の腐食

を防止するためにガラス固化体をその

内部に収納し，ガラス固化体が冷却空

気と直接接触しない方法で管理するこ

とで，ガラス固化体のもつ閉じ込めの

機能を維持できる設計とするととも

に，ガラス固化体容器の機械的強度を

考慮し，収納できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構及びプレナム形成板で構成する。収納

管は，貯蔵区域の天井スラブで懸架支持

し，収納管の外側にはスペーサを介して

同心円状に通風管を設置し，地震時の収

納管の荷重は，スペーサを介して支持架

構で支持する設計とする。 

 

 

収納管は，ガラス固化体容器の腐食を

防止するためにガラス固化体をその内部

に収納し，ガラス固化体が冷却空気と直

接接触しない方法で管理することで，ガ

ラス固化体のもつ閉じ込めの機能を維持

できる設計とするとともに，ガラス固化

体容器の機械的強度を考慮し，収納でき

る設計とする。 

 

収納管及び通風管の強度については，

当該設備の認可を受けたものから構造等

に変更はないことから，以下の認可を受

けたものと同じである。 

・平成13年３月21日付け21原第４号にて

認可を受けた第3回申請の設工認申請

書の「Ⅳ 設計及び工事の方法の技術

基準への適合に関する説明書」の「添

付－１ 収納管及び通風管の強度計算

書」 

・平成16年10月29日付け25原第１号にて

認可を受けた特定廃棄物管理施設の変

更に係る設工認申請書の「Ⅳ 設計及

び工事の方法の技術基準への適合に関

する説明書」の「添付－１ 収納管及

び通風管の強度計算書」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収納管及び通風管の

強度に関する設計を

「参考１ 収納管及

び通風管の強度計算

書」に示す。 
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【Ⅲ－１－２ 管理施設に関する説明書】(7/9) 

 

廃棄物管理施設 発電炉 
備 考 

基本設計方針 添付書類 添付書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収納管は，ガラス固化体が落下した

場合でも，収納管とガラス固化体との

間隙が小さく，収納管内の空気が間隙

から排出されにくいので，収納管内の

空気による圧縮抵抗が働き，ガラス固

化体の落下速度，落下衝撃を減少させ

る効果を有するとともに，底部に衝撃

吸収体を兼ねたガラス固化体受台を設

けることにより，万一のガラス固化体

落下時にもガラス固化体に著しい損傷

を与えず，また，収納管に損傷を生じ

ない設計とする。 

 

ガラス固化体の収納に当たっては，

原則として冷却空気出口シャフト側の

収納管から順次収納し，また，発熱量

の大きいガラス固化体が下段となるよ

うにし，かつ1本の収納管に片寄らな

 

また，金属材料に悪影響を与える中性

子は，１ＭｅＶ以上の高速中性子であり，

収納管に収納されているガラス固化体か

ら発生する高速中性子による50年間の照

射量は，最大 1.2×1019n/m2である。一方，

炭素鋼と中性子照射ぜい化感受性を高め

る不純物組成が類似しているフェライト

系の低合金鋼のデータによれば，炭素鋼

の中性子照射ぜい化が問題となる照射量

は，１×1022 n/m2である。したがって，

収納管に対する 50 年間の照射量は，照射

ぜい化が問題となる値より十分低く中性

子ぜい化は問題とはならない。 

 

収納管は，ガラス固化体が落下した場

合でも，収納管とガラス固化体との間隙

が小さく，収納管内の空気が間隙から排

出されにくいので，収納管内の空気によ

る圧縮抵抗が働き，ガラス固化体の落下

速度，落下衝撃を減少させる効果を有す

るとともに，底部に衝撃吸収体を兼ねた

ガラス固化体受台を設けることにより，

万一のガラス固化体落下時にもガラス固

化体に著しい損傷を与えず，また，収納管

に損傷を生じない設計とする。 

 

 

ガラス固化体の収納に当たっては，原

則として冷却空気出口シャフト側の収納

管から順次収納し，また，発熱量の大きい

ガラス固化体が下段となるようにし，か

つ 1 本の収納管に片寄らないように配慮

 

ガラス固化体から発

生する中性子による

収納管の強度への影

響ついて明確にした。 
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【Ⅲ－１－２ 管理施設に関する説明書】(8/9) 

 

廃棄物管理施設 発電炉 
備 考 

基本設計方針 添付書類 添付書類 

いように配慮するとともに，収納管1

本に収納されるガラス固化体の総発熱

量を18kW以下となるように収納し，最

終的な処分がされるまでの間管理する

ことを保安規定に定めて，管理する。 

 

貯蔵区域の天井，側壁のコンクリー

トの長期健全性を確保するために，適

切に断熱又は除熱を行う設計とする。 

 

ガラス固化体貯蔵設備は，ガラス固

化体から発生する熱量に応じて生じる

通風力によって収納管及び通風管で形

成する円環流路を流れる冷却空気でガ

ラス固化体及び構造物を間接的に冷却

する設計とし，また，冷却空気は冷却

空気入口シャフトから貯蔵区域内の下

部プレナムに流入し，円環流路及び貯

蔵区域の上部プレナムを通って冷却空

気出口シャフトの排気口から放出する

設計とする。 

 

また，ガラス固化体貯蔵設備は，ガ

ラス固化体からの崩壊熱が適切に除去

されていることを確認するため，冷却

空気の温度を監視する設計とする。 

するとともに，収納管 1 本に収納される

ガラス固化体の総発熱量を18kW以下とな

るように収納し，最終的な処分がされる

までの間管理することを保安規定に定め

て，管理する。 

 

貯蔵区域の天井，側壁のコンクリート

の長期健全性を確保するために，適切に

断熱又は除熱を行う設計とする。 

 

ガラス固化体貯蔵設備は，ガラス固化

体から発生する熱量に応じて生じる通風

力によって収納管及び通風管で形成する

円環流路を流れる冷却空気でガラス固化

体及び構造物を間接的に冷却する設計と

し，また，冷却空気は冷却空気入口シャフ

トから貯蔵区域内の下部プレナムに流入

し，円環流路及び貯蔵区域の上部プレナ

ムを通って冷却空気出口シャフトの排気

口から放出する設計とする。 

 

 

また，ガラス固化体貯蔵設備は，ガラス

固化体からの崩壊熱が適切に除去されて

いることを確認するため，冷却空気の温

度を監視する設計とする。 

 

ガラス固化体からの崩壊熱除去につい

ては，当該設備の認可を受けたものから

構造等に変更はないことから，以下の認

可を受けたものと同じである。 

・平成13年３月21日付け21原第４号にて

認可を受けた第３回申請の設工認申請

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ガラス固化体からの

崩壊熱除去に関する

設計を「参考２ 崩壊

熱の除去に関する計

算書」に示す。 
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【Ⅲ－１－２ 管理施設に関する説明書】(9/9) 

 

廃棄物管理施設 発電炉 
備 考 

基本設計方針 添付書類 添付書類 

書の「Ⅳ 設計及び工事の方法の技術

基準への適合に関する説明書」の「添

付－２ 崩壊熱の除去に関する計算

書」 

・平成16年10月29日付け25原第１号にて

認可を受けた特定廃棄物管理施設の変

更に係る設工認申請書の「Ⅳ 設計及

び工事の方法の技術基準への適合に関

する説明書」の「添付－２ ガラス固

化体貯蔵建屋Ｂ棟の崩壊熱の除去に関

する説明書」 
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令和５年１月５日 Ｒ０ 

 

 

 

 

 

参考１ 
 

 

 

収納管及び通風管の強度計算書 

  

（収納管及び通風管の強度計算書） 

・平成13年３月21日付け21原第４号にて認可を受けた設工認申請書の

「Ⅳ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書」の

「添付－１ 収納管及び通風管の強度計算書」 

・平成16年10月29日付け25原第１号にて認可を受けた設工認申請書の

「Ⅳ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書」の

「添付－１ 収納管及び通風管の強度計算書」 
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． (3) 計算結果

.
, 

a

柑
[
H

収納管の強度計算

Wo 
a t=― 

A 

使用材料 SM400A 

最高使用温度 （℃） 215 * 

収納管の自重 W 1 (N) 19564 

ガラス固化体9本の重量 W2 (N) 48543 

ガラス固化体受台の重量 W 3 (N) 785 

長期荷重 W。
=W 1 +W2+W 3 (N) 68892 

収納管の内径 D1 (mm) 442 

収納管の外径 D。 (mm) 464. 8

収納管首部の断面積 可p 2 2) (mmり 1. 624X 104 A=— 。 -D i
4 

許容引張応力 f t (N/mmり 126 

収納管首部の引張応力 Gt (N/mmり 5 

at< ft よって十分な強度を有する。

-

* : I本の収納管にガラス固化体2. Ok恥く9本を収納したときを考慮して設定する。

8

0

Z
 

◎g
a

a
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6
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●、
)

貯蔵区域天井スラブ

収納管首部
（強度評価部位）

こ

I,/ 
収納管

（外径464.8／内径442)

ト—·4

9 1 

◎ 
m

／
�ガラス固化体

ベ
(9段積み）

●)

ガラス固化体受台

第2. - 1図 収納管首部に作用する荷重の範囲
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3 

ー
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(2)評価
通風管基部に発生する応力(a c) ＜通風管基部の許容応力(f C)ならば十分な

強度を有する。

(3) 計算結果

． 

3

祖

H

9

0

Z
 

◎
8
a
a

． 

通風管の強度計算
Wo ac= 

fc=={）-0. 4位）
2

｝［
使用材料 SM400A 
最高使用温度 （℃） 90 
通風管の自重 W1 (N) 15200 
一部の支持架構及びプレナム形成板の重量 W2 (N) 4600 
長期荷重 W。 =W 1 +W2 (N) 19800 
通風管の外径 D。 (mm) 602 
通風管の内径 Di (mm) 582 
通風管基部断面積 A (mmり 1. 860 X 104

座屈長さ fK (mm) 5825

断面二次半径 i (mm) 209 
圧縮材の有効細長比 入 （ 一） 27. 9
限界細長比 A (-) 120. 9
座屈に対する安全率 v （ 一） 1. 54
材料の縦断性係数 E (N/mmり 200000 
F値 F (N/mmり 225 
許容圧縮応力 fc (N/mmり 142 
通風管基部に発生する応力 6 c (N/mmり 2 

a c< f c よって十分な強度を有する。
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参考２ 
 

 

 

崩壊熱の除去に関する計算書 

 
（崩壊熱の除去に関する計算書） 

・平成13年３月21日付け21原第４号にて認可を受けた設工認申請書の

「Ⅳ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書」の

「添付－２ 崩壊熱の除去に関する計算書」 

・平成16年10月29日付け25原第１号にて認可を受けた設工認申請書の

「Ⅳ 設計及び工事の方法の技術基準への適合に関する説明書」の

「添付－２ ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟の崩壊熱の除去に関する説

明書」 
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ェ

2. 3. 4 冷却空気流量の解析結果
冷却空気流量解析 モデルを第2. 3. 4-1図に示す。本 モデルは，冷却空気入ロシャフ

トから冷却空気出ロシャフトに至る冷却空気の経路をモデル化したものである。

なお，貯蔵区域は，収納管と通風管で形成する円環流路 80本，長辺方向側壁流路

2 本及び短辺方向側壁流路 2 本の合計84本の流路をモデル化した。

同モデルにおいて，冷却空気入ロシャフトから冷却空気出ロシャフトに至る冷却空

気の経路の全圧力損失は，全ケースの中でケース 1 が最大であり ，75Pa程度と なる。

本設備は，収納管内のガラス固化体の発熱量に応じて生じる通風力によって ，冷却

を行うため，収納管 1 本あたりの冷却空気流量は，ケース 1 よりケース 2 の方が少な

く，ケ ース3で最も少なくなる。

ガラス固化体を収納している 収納管本数と冷却空気流量との関係を第2. 3. 4-2図に

示す。

以下に，ガラス固化体の温度解析に用いる冷却空気流量を示す。

-

8

I

N
 

ケース1 :収納管1本あたりの流量

側壁流路（長辺流量）

側壁流路（短辺流量）

ケース 2 :収納管 1 本あたりの流量

ケース3 :収納管1本あたりの流量

1160kg/h 

6270kg/h 

1540kg/h 

920kg/h 

610kg/h 

◎
8
a
a

●)

2. 3. 5 ガラス固化体温度の解析結果
ガラス固化体温度解析モデルを第 2. 3. 5-I (I)図及び第 2. 3. 5-1 (2)図に示す。本モ

デルは，収納管1本に着目し，通風管周囲空気の外側が断熱条件及び収納管外表面が

熱伝達境界の円筒としてモデル化した。収納管とガラス固化体間の 熱伝達は，その間

隔が6mm程度 なのでふく射及び熱伝導のみ考慮した。2. 3. 4で 求めた冷却空気流量を

基に，各ケースにおけるガラス固化体中心，ガラス固化体容器表面及び収納管の最高

温度を求めた。

ガラス固化体中心及びガラス固化体容器表面の最高温度は，ケース 1 よりケース 2

の方が高く，ケース 3 で最も高くなる。また ，ケース 1 及びケ ース 2とも ，最上段の

ガラス固化体において最も高くなる。

収納管の最高温度は，ケ ース2で最も高くなる。

以下に，各ケースにおける ガラス固化体中心，ガラス固化体容器表面及び収納管の

最高温度を示す。

ケ ース 1 :ガラス固化体中心約410℃，ガラス固化体容器表面約280℃

収納管 約170℃

ケース 2: ガラス固化体中心約430℃，ガラス固化体容器表面約310℃

収納管 約210℃

ケース3 :ガラス固化体中心約470℃，ガラス固化体容器表面約320℃

収納管 約190℃
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ガラス固化体を収納している 収納管本数とガラス固化体中心最高温度との関係を
第2. 3. 5-2図に示す。

2. 3. 6コンクリ ー ト部温度の解析結果
(1)貯蔵区域天井部のコンクリ ー ト温度

貯蔵区城天井部温度解析モデルを第2. 3. 6-1図に示す。本モデルは，貯蔵区域天井
部を垂直方向にモデル化したものである。

ケース1における上部プレナム部の冷却空気温度は約82℃となる。この場合の貯蔵
区域天井部垂直方向温度分布を第2. 3. 6-2図に示す。

貯蔵区城天井部のコンクリ ー ト温度は，断熱材背面のコンクリ ー ト面で最高となる
が，65℃以下である。

(2)貯蔵区域側壁部のコンクリ ー ト温度
貯蔵区城側壁部コンクリ ー ト温度解析モデルを第2. 3. 6-3図に示す。2つの貯蔵区

城に囲まれた中央側壁部は，コンクリ ー ト壁の両側から熱を受けるため， 他の側壁部
と較べて最も厳しい温度条件となる。 そこでモデルは貯蔵区城側壁部の中央壁部をモ
デル化した。

貯蔵区域側壁流路の冷却空気流量とコンクリ ー ト最高温度との関係を第2. 3. 6-4図
に示す。長辺側の側壁流路に3135kg/h以上の冷却空気流量，また短辺側の側壁流路に

540kg/h以上の冷却空気流量の場合，コンクリ ー ト温度は 65℃以下となる。
ケース1の場合，貯蔵区城側壁流路の冷却空気出口温度は約55℃である。 また，貯

蔵区域側壁流路及び円環流路からの冷却空気温度は， 混合後の上部プレナム部で約
82℃となる。

この場合，貯蔵区域側壁部のコンクリ ー トの最高温度は65℃以下である。貯蔵区域
側壁部垂直方向の温度分布を第2. 3.'6-5図に示す。
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(3)冷却空気出ロシャフト部のコンクリ ー ト温度

冷却空気出ロシャフト側壁部コンクリ ー ト温度解析モデルを第 2. 3. 6-6図に示す。

本モデルは， 2つの冷却空気出ロシャフトに囲まれた中央壁部を冷却するために側壁

流路を設けた部分をモデル化したものである。

ケース1の場合，冷却空気出ロシャフト冷却空気は約82℃となる。 この場合の冷却

空気出ロシャフト側壁部コンクリ ー ト垂直方向の温度分布を第2. 3. 6-7図に示す。

冷却空気出ロシャフト中央壁部コンクリ ー ト温度は，コンクリ ー ト最上部で最高と

なるが，65℃以下である。

冷却空気出ロシャフトのコンクリ ー ト造部に設けた断熱材施工部の冷却空気出口

シャフト側壁部コンクリ ー ト温度解析モデルを第2. 3. 6-8図に示す。

ケ ース1の場合，冷却空気出ロシャフト内の冷却空気は約82℃となる。 この場合の

冷却空気出ロシャフト側壁部水平方向の温度分布を第2. 3. 6-9図に示す。

冷却空気出ロシャフト断熱材施工部コンクリ ー ト温度は，断熱材背面のコンクリ ー

ト面で最高となるが，65℃以下である。

なお， 冷却空気出口迷路板（取付け部）と直接接触するコンクリ ー トは局部的に温

度が高くなることから， 冷却空気出ロシャフト部（冷却空気出口迷路板部）の局部温

度解析を行った。 その結果について別添ー6に示す。

3．まとめ

冷却空気流量の解析及びガラス固化体等の伝熱解析の結果から，本設備で貯蔵するガ

ラス固化体から発生する崩壊熱は十分除去され， ガラス固化体の閉じ込めの機能が損な

われるような温度には至らない。 また，本設備のコンクリ ー ト温度は， 日本建築学会発

行の「原子力用コンクリ ー ト格納容器設計指針案・同解説」に記載されている長時間の

コンクリ ー ト温度制限値の65℃を超えることはないため， 長期健全性は確保される。
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側壁流路＄2t断熱材＄1

第3貯蔵ビット

第4貯蔵ビット

側壁流路拿2+断熱材＊1

A-A断面 B-B断面
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冷却空気入口整流

皿

／冷却空気入ロシャフト

／ 
収納管

冷却空気出口整流板｀

＼ 

土

却
気

介
u

冷
空

上部ブレナム形成板／

ヽ，、ガラス固化体

断熱材

＼ 
`‘Y 

冷却空気出口
ルーバ

側壁流路”

断熱材＊1

下部プレナム形成板

*I貯蔵区域側壁流路形成板に施工される断熱材の厚
さは 0. 050m。

*2貯蔵ピット1基あたりの貯蔵区域側壁流路冷却空

気吹出し穴は752個。

第2. 1-1図 冷却説明の概念図
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． 
冷却空気流量解析用の条件設定

・ガラス固化体発熱量

・ コンクリ ー ト発熱量

．冷却空気入口温度

・ガラス固化体貯蔵設備形状

.) 

冷却空気流量の解析 I)

ガラス固化体の崩壊熱によっ

て発生する通風力と冷却空気

流路部の圧力損失とのバラン

スにより計算する。

← 

柑

H

冷却空気流量の決定3
)

ガラス固化体等の伝熱解析用の条件設定2)

・ガラス固化体熱伝導率

・ガラス固化体容器表面ふく射率

・ガラス固化体貯蔵設備形状，

熱物性値等

・ コンクリ ー ト熱伝導率

L

I

N
 

◎
z
a
a
 

●)

注記

1)：各種形状変化による

圧力損失係数を

第2. 3. 1-1表に示す。

2)：ガラス固化体等の物性

値を第2. 3. 1-2表に示

す。

3)：冷却空気流量とともに

冷却空気温度が求めら

れる。

冷却空気出ロシャフト

側壁コンクリ ー ト温度

（側壁流路部）につい

ては， その冷却空気温

度を， 側壁コンクリ ー

卜温 度として評価す

る。

汎用有限要素法解析コー ド

ABAQUS 

ガラス固化体， コンクリ ー ト等の

温度評価

第2. 3. 1-1図 ガラス固化体， コンクリ ー ト等の温度解析全体フロ ー

． 

8
5
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第2. 3. I - I (3/3)表 各種形状変化による圧力損失係数

.) 

唄
J

州

H
I

zー81 

G 

圧力損失係数
部位 形状 流路断面積等I), 2)

、

、
項目I) 蒋出方法 数値あるいは数式

円環流路部 形状 ピット入口圧力損失係数 FIPP 「管路・ダクトの流体抵抗」日本機械学会編 FIPP=O. 5 冗／4X CD42-D3りFO

変化 流路入口の損失 1979図4. I (a) 

急拡大圧力損失係数 FO 「管路・ダクトの流体抵抗」日本機械学会編
FO •(!-克）2で、 最大の1とする 冗／4x(D42-D3り

流路出口の損失 1979式(4. 8) 急拡大の損失

摩擦 管摩擦係数 FF 「管路・ダクトの流体抵抗」日本機械学会編 FF=O. 028 冗／4X(D42-D3り

円環流路の摩擦損失 1979 同心二重円管 式(3. 160) (3. 162) 直管距離：� (H) 

側壁流路部3) 形状 急縮小圧力損失係数 FI 「管路・ダクトの流体抵抗」日本機械学会編 FI=O. 5 長辺の場合： WLLXWD

変化 流路入口の損失 1979図4.I {al 

急縮小圧力損失係数 FI (2回） 「管路・ダクトの流体抵抗」日本機械学会編 Fl=O. 5 長辺の場合：｛WLL-WLLSX（行数＋1)}
FORF 

゜ ？。 ゜ 支持架構での縮小による損失 1979図4. 1 (a) XWD 

ロt
↑

FI
ロ
FO

［コロ 急拡大圧力損失 FO(2回） 「管路・ダクトの流体抵抗」日本機械学会編
FO= （→）2で、 最大の1とする 長辺の場合：｛WLL-WLLSX（行数＋I)}

支持架構での拡大による損失 1979式(4. 8) 急拡大の損失 XWD 

ロ↑↑ F
ロ
Fl

O 
ロロ 側壁流路オリ7ィス圧力損失係数 FORF 「管路・ダクトの流体抵抗」日本機械学会編 FORF=2. 7（安全側に最大の値） 長辺の場合： 冗／4X WD22 X WLL/WD2P 

... 出口の吹出し用穴の損失 1979 因4. 8 オリフィスを通る流れ （貯蔵ピット1基あたりの冷却空気吹I 
FI 出し穴を538個として評価）

摩擦 管摩擦係数 FF 「管路・ダクトの流体抵抗」日本機械学会編 FF=O. 028 長辺の場合：流路断面積：WLLXWD,

側壁流路の摩擦損失 1979 同心二重円管 式(3. 160) (3. 162) 円環流路の管摩擦係数を流用 直管距離：WH

部位 形状 圧力損失計算式 導出方法 流路断面積等I). 2)

ベ
m 

●:

円管群 「伝熱工学資料改訂第 4 版」 日本機械学会編 P64 (CLP-DPOOx列数）XPL

流れ方向 ／ 

[ 

△P::a:2•f·p·u 2 ·N 

f =j0.044 +�げ烹？（DP}。 IXP) 1Re -0 15 

DPO。) ］ 
.Re= 11 • JJPOO/ v 

ここで， N：流れ方向の管本数

レ：空気の動粘性係数

XP：流れ方向距離(=I. 20ml 

rp：流れと垂直方向距離(=I. 20m)

碁盤目配列の管群の圧力損失， 摩擦係数計算式より

DPOO:通風管外径(=O. 602m) 

u：最小流路断面での速度

,0 ：空気の密度

． 

l)第2. 3. 1-2 (l/2)図 圧力損失解析モデル参照

2)第2. 3. 1-2 (2/2)図 圧力損失解析モデル参照

3)短辺の場合はWLLを＼fLSに読みかえる

4)冷却空気の流れは各円環流路に分配されるが， 貯蔵ピット下を流れる主流の圧力損

失は無視できることから， 分配による圧力損失はないものとした

「管路・ダクトの流体抵抗」日本機械学会編 1979 4. 9 分配配管

， ． 2 
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． 第2.3. 1-2表 ガラス固化体等の物性値

． 

C) 

柑

工
-

゜

r 

CJ 

CJ 

g 

に

項目 解析に使用した物性値等 備考

外気温 29℃ I) 

固化ガラス 熱伝導率
0. 775+0. OOIT W/mK

文献 2)

(T：℃） 

熱伝導率
14. 75+0. 0125T W/mK

3) 

ガラス固化体容器 (T:℃） 

（ステンレス鋼）
ふく射率 4) 0. 2 

収納管， 通風管，鉄板
熱伝導率 3 5 W/mK 文献 5)

俵素鋼）
ふく射率 0. 6 文献 6)

コンクリ ー ト 熱伝導率 1. 5 W/mK 文献 7)

断熱材
熱伝導率 0. 0 6 W/mK 文献 8)

（ロックウール）

．

 

注記l)冷却空気の外気温は， むつ特別地域気象観測所（旧むつ測候所）の昭和 41

年から平成11 年の夏期(6 月～9 月）の3時間ごとの温度の超過確率1％に

相当する値とした。

2) COGEMA社から我が国の電力会社に示されている仕様(I. 22W/mK (IOO℃) ~I. 49

W/mK (400℃)で各々土20％であるので安全側にー20％の値とした。）及びBNFL

社から我が国の電力会社に示されている仕様に基づき設定した。

3) COGEMA社及びBNFL社から我が国の電力会社に示されている仕様に基づき設定
した。

4) BNFL社から我が国の電力会社に示されている仕様。

5) 日本機械学会「伝熱工学資料」（改訂第4版）（1986年）

6) 日本機械学会「伝熱工学資料」（改訂第3版）（1975年）

7) 日本コンクリ ー ト工学協会「マスコンクリ ー トの温度応力発生メカニズムに関

するコロキウム」論文集（ 昭和57年9月10日）

8) JI S A 9504-99 (I 999年）

． 
0
1

―

―
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バー ドスクリ ー ン
（網目0. 0 I 2m) 

バー ドスクリ ー ン
（網目0.012m) 

短辺方向側壁流路流路幅0. 065m 
（北側，南側）

冷却空気

冷却空気出ロシャフト
(6. 65m x 4. 20m) 
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第2. 3. 4- I図 冷却空気流量解析モデル

↑冷却空畜
d部詳細：冷却空気出口迷路板

（流路奥行6. 65m) 
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． 
庄 断熱境界 l 

[
 収納管

通風管

． 

9

柑

H
I

N
N
N
 

◎
z
a
a
 

． 

△ロ

リ

の0. 43Qm*1 

ゅ0. 442m*1

0. 0114m*1

(/)Q. 582m*1 

l迎風管周囲空気 l
， 

l
*
u
o
o
o
.
～
I
 

第2. 3. 5-I (I)図

*1：設計基準寸法

別添ー2に解析モデルの要素分割数を示す。

ガラス固化体温度解析モデル
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． 断熱境界

邑
0

6

.
I

断熱材

（厚さ0. 025m*2) 

． 

← 

柑

H
I

u
o
o
L

.
8I
 

L
N
N
 

◎
g
a
a

● 

上部プレナム形成板

下部プレナム形成板

第2. 3. 6-3図

*1：側壁流路施工幅平均

* 2 :施工厚さ最小0. 050m

別添ー2に解析モデルの要素分割数を示す。

貯蔵区域側壁部コンクリ ー ト温度解析モデル

18
1
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．） 

に

:r:: 
ト

゜
CJ 

◎ 

． 

． 

2. 3収納管及びガラス固化体容器の伝熱の場合 (2)

収納管及びガラス固化体容器で生じる熱伝導による温度上昇は下式で求められ

る＂。
21lAl 

Q
= 

ln(r。/r;) X (Ti -r:。)

ただし，

Q ：熱量 w 
入 ：収納管及びガラス固化体容器の熱伝導率 W/mK 

l ：伝熱長さ m 
r

I . ：円筒内半径 m 
r ゚ ：円筒外半径 m 
T

i ：円筒内表面温度 ℃ 

T。 ：円筒外表面温度 ℃ 

* 1 : 一次元の簡易評価式を示す。

2. 4収納管内面とガラス固化体容器外面の伝熱の場合 (2)

収納管内面及びガラス固化体容器外面で生じる空気の熱伝導及びふく射による
温度上昇は下式で求められる"。

Q
= QC + QT 

2万:.1l
QC

= 

ln(r。/r,) x (Ti -T。)

Q, = 
2叩(Ti

4
-T: ）

上 +L(上 -1]

ただし，

Q 
QC 

Qr 
入

l 
r

I , 
r。
T

i 

T
() 

o
• 

EI . 
E ゚

c
l . r 0 c -

o 

：熱量

：伝導伝熱量
：放射伝熱量
：空気の熱伝導率
：伝熱長さ
：ガラス固化体容器外半径
：収納管内半径
：ガラス固化体容器外表面温度
：収納管内表面温度

：ステファン ・ ボルツマン定数
：ガラス固化体容器ふく射率
：収納管ふく射率

* 1 : 一次元の簡易評価式を示す。

28 

1 

w 

w 

w 

W/mK 
m 
m 
m 
K 

k 

W/m改4
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． 
別添 ー 3

ガラス固化体貯蔵建屋B棟の貯蔵区域周囲の
コンクリ ート壁等の放射線による発熱について

1. 線源
貯蔵区域における放射線を放出する線源は， 貯蔵ピット内のガラス固化体である。 ここ

で， 放射線による発熱への寄与はガンマ線によるものがほとんどであることから， ガンマ
線のみを考慮することとし， 線源強度及び エネルギスペクトルは，本変更認可申請に係る
分割申請の第 1回申請書の添付書類「 I-2-1-1 ガラス固化体貯蔵建屋B棟の建物
内の放射線しゃへいに関する計算書」で設定したとおり， 第1. -1表及び第1. -2表の値
を用いる。
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2. 計算
計算では， 貯蔵区域周囲のコンクリ ート躯体（壁及び天井）の内部でのガンマ線束から

ガンマ線発熱密度を計算する。 なお， 中性子による発熱は小さいため， 無視できる。

2. 1 線源の形状
ガンマ線による発熱の計算に用いる線源の形状は，貯蔵区域内のガラス固化体の幾何形

状を単純な円筒形にモデル化する。貯蔵区域内の線源のモデル化は，以下に示すとおりで
ある。

ガンマ線計算モデル
・形状 円筒
．寸法 直径0. 42mX高さ11.55m X 80本

2. 2 計算方法
ガンマ線束の計算には， 3 次元点減衰核積分計算コー ド QAD-CGGP2を用いる。

得られたエネルギ線束分布に，各物質の密度及び質量エネルギ吸収係数を乗じて発熱量を
算出する。 ガンマ線束の計算モデルを第2. -1図に示す。

2. 3 物質密度
計算に用いる物質の密度は，

・普通コンクリ ー ト ：2. 15 g/cm3 

•鉄 ：7.7 g/cm3 

とする。
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第 1. -1 表 線源機器のガンマ線線源強度

線源室名 線源機器 線源強度＊1
ガンマ線エネルギ

スペクトル

貯蔵区域
貯蔵ピット 2.4Xl019 

（ガラス固化体 720本） (photons/ s) 
第 I.-2 表参照

*I ：本計算で用いるガラス固化体 (720本）の線源強度は， しゃへい設計用線源強

度を使用している。 この線源強度は， 最大のガンマ線による発熱を与える使用

済燃料の条件から求まる線源強度の 2 倍に相当する。

第 1. -2 表 ガンマ線エネルギスペクトル
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群番号
上限エネルギ

スペクトル
(MeV) 

I 2. 00 X 10-2

2 3. 00 X 10-2

3 4. 50 X 10-2

4 7. oox10-2

5 1. 00 X 10-1

6 1. 50 X 10-1

7 3. 00 X 10-t 5. 683 X 10-t

8 4. 50 X 10- 1 l. · 848 X 10-2 

， 1.oox10-1 3. 309 X 10-1

10 1. oox10° 6. 792 X 10-2

11 I. 50 XI 0° l. 302 X 10-2

12 2. 00 X 10° 6. 389 X 10-4

13 2. 50 X 10° 7. 789 X 10-4

14 3. 00 XI 0° 1. 543 X 10-5

15 4. oox 10° 1. 937 X 10-5

16 6. oox 10° 

17 8. 00 X 10° 

18 1.1ox10 1 

合 計 1.0 

． 
37

2
 

2次補正

131



132



． 
別添 ー 4

ガラス固化体貯蔵建屋B棟冷却空気入ロシャフト迷路板部CFD解析結果

1. 解析モデル
冷却空気入ロシャフト迷路板部に整流板を設置した形状をモデル化した。 図 1に詳細解

析モデルを図2に解析領域を示す。 また， 解析領域の設定方法を下記に示す。
・流路幅に対して流路高さが十分大きく， 上下の壁面の影響が少ないため，2次元モ

デルを使用。
・圧力損失を精度よく算出するために， 迷路板の影響で乱れた流れが十分安定する
のに必要な距離だけ迷路板上下流にダクトを設置（上流側15肌下流側30W, W :流
路幅）。
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2. 解析コー ド
汎用熱流体解析コー ドSTAR-LTを使用した。

3. 解析条件
空気温度は冷却空気入口温度の29℃とし，空気流量はガラス固化体の崩壊熱が除去され

コンクリ ー ト温度が適切に維持できる条件として， 設定目標を定め， その値を用いて
100, OOOkg/hとした。

解析に必要な入力値は， 空気物性値（動粘性係数及び密度）と流入速度である。 流入速度
は入口全断面の平均流速を使用した。空気物性値は「伝熱工学資料改訂第4版9．常圧下の
気体の物性値」より， 線形補間して29℃の値を求めた。 表1に解析条件を示す。

なお， 本解析におけるレイノルズ数は入口全断面基準， 出口全断面基準ともに約2. 9X 
105 となる。

表l 解析条件

対象施設
ガラス固化体貯蔵建屋B棟

冷却空気入ロシャフト迷路板部

解析条件
空気温度 29℃ 

空気流量 100, OOOkg/h 

流入速度 0. 97m/s（入口全断面：3. 6mX 6. 8m)

入力値 空気動粘性係数 1. 6033 X 10-5 釘s

空気密度 I. 1689 kg/m3 

入口境界条件 一様流入

境界条件 出口境界条件 自由流出
流路高さ方向 対称境界
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4. 解析結果

解析結果を表2に示す。 また， 解析領域全体における全圧の変化を図3に示す。

圧力損失係数いま， 全圧の差△Pを動圧1/2fJ[]2で割ったもので， 冷却空気流量解析で

の基準断面となる出口側の全断面(3. 6mx 6. 8m)における平均流速から値を算出している。

なお， 解析結果の圧力損失には迷路板部での圧力損失の他に上流， 下流管壁における摩

擦損失も含まれる。

表2 解析結果

冷却空気入ロシャフト迷路板部

圧力損失

圧力損失係数

2. 56Pa

4. 64
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5. 総合モデル試験結果との比較

本CFD解析の対象である冷却空気入ロシャフト迷路板部を含む， ガラス固化体貯蔵建屋

B棟の冷却空気入ロシャフト部について1/19. 5スケールで模擬した装置で総合モデル試

験")が行われている。 図4に試験装置の概念図を示す。 その試験で得られた圧力損失係数

と本説明書に記載されている手法で算出した圧力損失係数とを比較した。 その結果を表3

に示す。 本説明書と同様の手法で算出した圧力損失係数は， 総合モデル試験の値より保守

的であるといえる。

●)
要
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入ロフー ド吸込口
／ 

（基準面積）

バイパス管

I

ー

寸

ー
8

寸

N

評価対象範囲
ブロワ

図4 冷却空気入ロシャフト部試験装置概念図

◎
z
a
a 表3 圧力損失係数の比較（冷却空気入ロシャフト部）

●)
本説明書と同様の手法で

総合モデル試験の値
算出した値

組合せ
13 11 

圧力損失係数

基準面積（総合モデル）：入ロフー ド吸込口(0. 123mX0. 328m) 

参考文献：

(1)ガラス固化体貯蔵設備の総合モデル試験（その2)

石川島播磨重工業（樹 2005

試験報告書
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別添 ー 5

ガラス固化体貯蔵建屋B棟冷却空気出ロシャフト迷路板部CFD解析結果

I.解析モデル

冷却空気出ロシャフト迷路板部に整流板を設置した形状をモデル化した。 図lに詳細解

析モデルを図2に解析領域を示す。 また， 解析領域の設定方法を下記に示す。

・流路幅に対して流路高さが十分大きく， 上下の壁面の影響が少ないため，2次元モ
デルを使用。

・圧力損失を精度よく算出するために， 迷路板の影響で乱れた流れが十分安定する
のに必要な距離だけ迷路板上下流にダクトを設置（上流側15W,．下流側30W, W :流

路幅）。
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2.解析コー ド
汎用熱流体解析コー ドSTAR-LTを使用した。

3.解析条件
ガラス固化体の崩壊熱が除去されコンクリ ー ト温度が適切に維持できる条件として， 冷

却空気温度及び冷却空気流量については設定目標を定め，その値を用いて空気温度は 90℃,
空気流量は 100, OOOkg/hとした。

解析に必要な入力値は， 空気物性値（動粘性係数及び密度）と流入速度である。 流入速度
は入口全断面の平均流速を使用した。空気物性値は「伝熱工学資料改訂第4版9．常圧下の
気体の物性値」より， 線形補間して 90℃の値を求めた。 表1に解析条件を示す。

なお， 本解析におけるレイノルズ数は入口全断面基準， 出口全断面基準ともに約2.4X 
I 05 となる。

表1 解析条件

●)
対象施設

ガラス固化体貯蔵建屋B棟

冷却空気出ロシャフト迷路板部

解析条件
空気温度 90℃ 

空気流量 100, OOOkg/h 

流入速度 0. 99m/s（入口全断面：4. 35mX 6. 65m)

入力値 空気動粘性係数 2. 2306 X 10-5 m2 /s

空気密度 0. 9721 kg/m3 

入口境界条件 一様流入

境界条件 出口境界条件 自由流出

流路高さ方向 対称境界

．
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4.解析結果

解析結果を表2に示す。 また， 解析領域全体における全圧の変化を図3に示す。

圧力損失係数いま， 全圧の差△Pを動圧1 /2/J[J2で割ったもので， 冷却空気流量解析で

の基準断面となる出口側の全断面(4. 2mx 6. 65m)における平均流速から値を算出している。

なお， 解析結果の圧力損失には迷路板部での圧力損失の他に上流， 下流管壁における摩

擦損失も含まれる。

圧力損失

圧力損失係数

表2 解析結果

冷却空気出ロシャフト迷路板部

4. 45Pa

8. 75
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5. 総合モデル試験結果との比較
本CFD解析の対象である冷却空気出ロシャフト迷路板部を含む， ガラス固化体貯蔵建屋

B棟の冷却空気出ロシャフト部について1/19. 5スケールで模擬した装置で総合モデル試
験 (1) が行われている。 図4に試験装置の概念図を示す。 その試験で得られた圧力損失係数
と本説明書に記載されている手法で算出した圧力損失係数とを比較した。 その結果を表3
に示す。 本説明書と同様の手法で算出した圧力損失係数は， 総合モデル試験の値より保守
的であるといえる。
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ブロワ

図4

評価対象範囲

冷却空気出ロシャフト部試験装置概念図

●)
表3 圧力損失係数の比較（冷却空気出ロシャフト部）

本説明書と同様の手法で
算出した値

総合モデル試験の値

組合せ
圧力損失係数

基準面積（総合モデル）：入ロフー ド吸込口(0.123mx 0. 328m) 

14 7. 9

参考文献：
(1)ガラス固化体貯蔵設備の総合モデル試験（その2)

石川島播磨重工業（樹 2005
試験報告書
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補足説明すべき項目の抽出
（第十七条 受入施設又は管理施設）

別紙５①

補足すべき事項

1

第2章　個別項目
1.　廃棄物管理設備本体
1.2　管理施設
管理施設の設計に係る共通的な設計方針については，第１章　共通項目の「2.　地盤」，「3.　自然現
象等」，「4.　閉じ込めの機能」，「5.　火災等による損傷の防止」，「6.　遮蔽」及び「7.　設備に
対する要求」に基づくものとする。

― ―
補足すべき事項は無し

2

管理施設は，ガラス固化体の移送及び管理を行う施設であり，ガラス固化体貯蔵設備で構成し，ガラス
固化体貯蔵建屋及びガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟に収納する設計とする。
ガラス固化体貯蔵建屋及びガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟は，地上2階，地下2階の建物とする設計とする。

Ⅲ-2　廃棄物管理施設
に関する図面

【管理施設に関する図面】
・管理施設の設備構成，系統構成，配置，構造等を説明する。
（系統図，配置図，構造図等）

（既設工認「ロ．廃棄物管理設備本体」より変更なし）

補足すべき事項は無し

3
ガラス固化体貯蔵設備は，受け入れるガラス固化体を管理するために必要な容量を有し，ガラス固化体
の性状を考慮し，適切な方法により管理する設計とする。

Ⅲ-1-2　管理施設に関
する説明書

【2.　基本方針】
 ・管理施設の設計について説明する。

補足すべき事項は無し

4
また，ガラス固化体から発生する崩壊熱及び放射線の照射によって過熱するおそれがあるものは，冷却
のための必要な措置を講ずる設計とする。

Ⅲ-1-2　管理施設に関
する説明書

【2.　基本方針】
 ・管理施設の設計について説明する。

【崩壊熱除去に関する基本方針】
・ガラス固化体からの崩壊熱によりコンクリートが加熱される恐れがあることから間接自然空冷貯蔵
方式にて崩壊熱を除去しコンクリート温度を適切に維持する旨記載する。

（カラス固化体の崩壊熱除去の評価については既認可の「Ⅳ　設計及び工事の方法の技術基準への適
合に関する説明書」より変更なし）

補足すべき事項は無し

5

1.2.1　ガラス固化体貯蔵設備
ガラス固化体貯蔵設備は，貯蔵建屋床面走行クレーン，貯蔵ピット及びガラス固化体抜出し装置で構成
し， ガラス固化体検査室からガラス固化体をガラス固化体抜出し装置を介して貯蔵建屋床面走行ク
レーンで貯蔵ピット上部まで移送し，貯蔵ピットの収納管内に収納した後，管理を行う設計とする。
貯蔵建屋床面走行クレーン及び貯蔵ピットはガラス固化体貯蔵建屋及びガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟に設
置する設計とする。
なお，貯蔵建屋床面走行クレーン及び貯蔵ピットは，原則として，ガラス固化体貯蔵建屋とガラス固化
体貯蔵建屋Ｂ棟で同様の設計とする。

Ⅲ-2　廃棄物管理施設
に関する図面

【管理施設に関する図面】
・管理施設の設備構成，系統構成，配置，構造等を説明する。
（系統図，配置図，構造図等）

（既設工認「ロ．廃棄物管理設備本体」より変更なし）

補足すべき事項は無し

6
また，ガラス固化体抜出し装置及び貯蔵建屋床面走行クレーンは，制御室からの遠隔操作が可能な設計
とする。

Ⅲ-1-2　管理施設に関
する説明書

【2.1 ガラス固化体貯蔵設備】
・ガラス固化体貯蔵設備に係る基本方針について，説明する。

補足すべき事項は無し

7
貯蔵建屋床面走行クレーンは，ガーダ，トロリとしゃへい容器が一体構造となったしゃへい容器付きト
ロリで構成し，しゃへい容器付きトロリをガーダに搭載する設計とする。

補足すべき事項は無し

8
貯蔵建屋床面走行クレーンは，ガラス固化体を収納管内にたて積みで収納するためのつり具を有し，ガ
ラス固化体をしゃへい容器に収納できる設計とする。

補足すべき事項は無し

9

貯蔵建屋床面走行クレーンはガラス固化体の落下防止のためにつりワイヤの二重化及びクレーン自体の
転倒防止対策を施し，動力の供給が停止した場合にもガラス固化体を保持できる機構を有する構造とす
るとともに，誤操作を考慮し，ガラス固化体の荷重及びつり上げ高さを検出できる設計とし，ガラス固
化体検査室でのつり上げ高さを９ｍ以内に制限できる設計とする。

補足すべき事項は無し

10

また，つり具がガラス固化体を確実につかんでいない場合にはガラス固化体をつり上げられず，ガラス
固化体の荷重がなくならない限り，つり具からガラス固化体が外れない設計とするとともに，つり具の
中心がガラス固化体の中心から外れたとしても確実にガラス固化体をつり上げることができる設計とす
る。

補足すべき事項は無し

11

しゃへい容器付きトロリは，ガラス固化体貯蔵建屋の貯蔵建屋床面走行クレーンとガラス固化体貯蔵建
屋Ｂ棟の貯蔵建屋床面走行クレーンとの間を移動できる設計とするとともに，過走行を防止するイン
ターロックを設け，貯蔵建屋床面走行クレーンが所定の位置に停止していない限りしゃへい容器を搭載
したトロリを移動できないインターロックを設ける設計とする。

補足すべき事項は無し

12
貯蔵建屋床面走行クレーンは，故障時にも手動操作にてガラス固化体の収納管内への収納等の対応がで
きる設計とすることを保安規定に定めて，管理する。

補足すべき事項は無し

基本設計方針 添付書類

Ⅲ-2　廃棄物管理施設
に関する図面

【管理施設に関する図面】
・管理施設の設備構成，系統構成，配置，構造等を説明する。
（系統図，配置図，構造図等）

（既設工認「ロ．廃棄物管理設備本体」より変更なし）

Ⅲ-1-2　管理施設に関
する説明書

【2.1 ガラス固化体貯蔵設備】
・ガラス固化体貯蔵設備に係る基本方針について，説明する。
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補足説明すべき項目の抽出
（第十七条 受入施設又は管理施設）

別紙５①

補足すべき事項基本設計方針 添付書類

13
貯蔵ピットは，収納管，通風管，支持架構及びプレナム形成板で構成する。収納管は，貯蔵区域の天井
スラブで懸架支持し，収納管の外側にはスペーサを介して同心円状に通風管を設置し，地震時の収納管
の荷重は，スペーサを介して支持架構で支持する設計とする。

Ⅲ-2　廃棄物管理施設
に関する図面

【管理施設に関する図面】
・管理施設の設備構成，系統構成，配置，構造等を説明する。
（系統図，配置図，構造図等）

（既設工認「ロ．廃棄物管理設備本体」より変更なし）

補足すべき事項は無し

14
収納管は，ガラス固化体容器の腐食を防止するためにガラス固化体をその内部に収納し，ガラス固化体
が冷却空気と直接接触しない方法で管理することで，ガラス固化体のもつ閉じ込めの機能を維持できる
設計とするとともに，ガラス固化体容器の機械的強度を考慮し，収納できる設計とする。

補足すべき事項は無し

15

収納管は，ガラス固化体が落下した場合でも，収納管とガラス固化体との間隙が小さく，収納管内の空
気が間隙から排出されにくいので，収納管内の空気による圧縮抵抗が働き，ガラス固化体の落下速度，
落下衝撃を減少させる効果を有するとともに，底部に衝撃吸収体を兼ねたガラス固化体受台を設けるこ
とにより，万一のガラス固化体落下時にもガラス固化体に著しい損傷を与えず，また，収納管に損傷を
生じない設計とする。

補足すべき事項は無し

16

ガラス固化体の収納に当たっては，原則として冷却空気出口シャフト側の収納管から順次収納し，ま
た，発熱量の大きいガラス固化体が下段となるようにし，かつ1本の収納管に片寄らないように配慮す
るとともに，収納管1本に収納されるガラス固化体の総発熱量を18kW以下となるように収納し，最終的
な処分がされるまでの間管理することを保安規定に定めて，管理する。

補足すべき事項は無し

17

貯蔵区域の天井，側壁のコンクリートの長期健全性を確保するために，適切に断熱又は除熱を行う設計
とする。
ガラス固化体貯蔵設備は，ガラス固化体から発生する熱量に応じて生じる通風力によって収納管及び通
風管で形成する円環流路を流れる冷却空気でガラス固化体及び構造物を間接的に冷却する設計とし，ま
た，冷却空気は冷却空気入口シャフトから貯蔵区域内の下部プレナムに流入し，円環流路及び貯蔵区域
の上部プレナムを通って冷却空気出口シャフトの排気口から放出する設計とする。
また，ガラス固化体貯蔵設備は，ガラス固化体からの崩壊熱が適切に除去されていることを確認するた
め，冷却空気の温度を監視する設計とする。

補足すべき事項は無し

Ⅲ-1-2　管理施設に関
する説明書

【2.1 ガラス固化体貯蔵設備】
・ガラス固化体貯蔵設備に係る基本方針について，説明する。

Ⅲ-1-2　管理施設に関
する説明書

【2.1 ガラス固化体貯蔵設備】
・ガラス固化体貯蔵設備に係る基本方針について，説明する。

【崩壊熱除去に関する基本方針】
・ガラス固化体からの崩壊熱によりコンクリートが加熱される恐れがあることから間接自然空冷貯蔵
方式にて崩壊熱を除去しコンクリート温度を適切に維持する旨記載する。

【崩壊熱除去対象設備】
・冷却空気によるガラス固化体から発生する崩壊熱の除去，断熱材等による貯蔵区域天井部コンク
リートの過熱防止，空気流路（側壁流路）による貯蔵区域の側壁部の発熱除去，断熱材による冷却空
気出口シャフトの過熱防止について記載する。
【崩壊熱量】
・ガラス固化体一本当たりの平均発熱量2.0kWから各解析に用いる発熱量を設定する。
【崩壊熱除去解析方法】
・解析フロー，解析モデル，パラメータ設定，解析コードについて記載する。
【計算コード】
・温度評価に用いる解析コードおよびその使用の妥当性について記載する。
【解析のケース】
・解析を実施する上で温度が厳しい条件となるガラス固化体収納状態をいくつかケース分けし記載す
る
【解析結果】
・崩壊熱除去解析により得られた冷却空気量，ガラス固化体温度，コンクリート部温度を記載する。

（カラス固化体の崩壊熱除去の評価については既認可の「Ⅳ　設計及び工事の方法の技術基準への適
合に関する説明書」より変更なし）
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補足説明すべき項目の抽出
（第十七条 受入施設又は管理施設）

別紙５②

展開要否 理由基本設計方針からの展開で抽出された補足説明が必要な項目 発電炉の補足説明資料の説明項目

基本設計方針からの展開では、補足すべき事項はない。 発電炉の補足説明資料には、本条文に該当する内容の資料はない。

基本設計方針からの展開では補足すべき事項がなく、また、発電炉の補足説明資料には本条文に

該当する内容の資料がないことから、確認の結果として追加で補足すべき事項はない。

なお、補足説明事項がないため別紙５③は作成しない。
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別紙６ 
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ 

 

変 更 前 変 更 後 

第 2章 個別項目 

1. 廃棄物管理設備本体 

1.1 管理施設 

管理施設の設計に係る共通的な設計方針については，第１章 共通項目の「2. 地盤」，「3. 自然現

象等」，「4. 閉じ込めの機能」，「5. 火災等による損傷の防止」，「6. 遮蔽」及び「7. 設備に対する

要求」に基づくものとする。 

 

管理施設は，ガラス固化体の移送及び管理を行う施設であり，ガラス固化体貯蔵設備で構成し，ガラ

ス固化体貯蔵建屋及びガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟に収納する設計とする。 

 

ガラス固化体貯蔵建屋及びガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟は，地上 2階，地下 2階の建物とする設計とす

る。 

 

ガラス固化体貯蔵設備は，受け入れるガラス固化体を管理するために必要な容量を有し，ガラス固化

体の性状を考慮し，適切な方法により管理する設計とする。 

 

 

また，ガラス固化体から発生する崩壊熱及び放射線の照射によって過熱するおそれがあるものは，冷

却のための必要な措置を講ずる設計とする。 

 

1.1.1 ガラス固化体貯蔵設備 

ガラス固化体貯蔵設備は，貯蔵建屋床面走行クレーン，貯蔵ピット及びガラス固化体抜出し装置で構

成し，ガラス固化体検査室からガラス固化体をガラス固化体抜出し装置を介して貯蔵建屋床面走行クレ

ーンで貯蔵ピット上部まで移送し，貯蔵ピットの収納管内に収納した後，管理を行う設計とする。 

 

貯蔵建屋床面走行クレーン及び貯蔵ピットはガラス固化体貯蔵建屋及びガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟に

設置する設計とする。 

 

なお，貯蔵建屋床面走行クレーン及び貯蔵ピットは，原則として，ガラス固化体貯蔵建屋とガラス固化

体貯蔵建屋Ｂ棟で同様の設計とする。 

 

また，ガラス固化体抜出し装置及び貯蔵建屋床面走行クレーンは，制御室からの遠隔操作が可能な設

計とする。 

 

 

 

 

 

 

 【凡例】 

：既設工認に記載されている内容と同様 
 
：既設工認に記載されている内容と全く同じではないが、既設 
 工認の記載を詳細展開した内容であり、設計上実施していたもの 
 
：その他既設工認に記載されていないが、従前より設計上考慮して 
 実施していたもの 
 
：既認可等のエビデンス 

既設工認 本文(第 3回申請，改 5) 

既設工認 本文(第 3回申請，改 5) 

既設工認 本文(第 3回申請，改 5)，既設工認 添付書類Ⅳ(第 3回申請，改 5) 

既設工認 本文(第 3回申請，改 5,6,8) 

既設工認に記載はないが，既設工認時より想定しており，基本設計方針に変更が

ないため変更前に記載 

管理①-1,管理②-1 

管理①-2,4,5,管理②-2,4,7,8 

管理①-6,管理②-2,9 

管理①-1,2,3,4,5,管理②-3,4,5,6,7,8,管理③-1,2,管理④-1 

既設工認 本文(第 2回申請，改 4) 
管理⑤-1,管理⑥-2 

既設工認に記載はないが，ガラス固化体貯蔵建屋とガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟で申請回次

が異なるため，建屋ごとに設計を記載しており，基本設計方針に変更がないため変更前に

記載 

既設工認 本文(第 3回申請，改 5) 

管理①-3,管理②-1 
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別紙６ 
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ 

 

変 更 前 変 更 後 

 

貯蔵建屋床面走行クレーンは，ガーダ，トロリとしゃへい容器が一体構造となったしゃへい容器付き

トロリで構成し，しゃへい容器付きトロリをガーダに搭載する設計とする。 

 

貯蔵建屋床面走行クレーンは，ガラス固化体を収納管内にたて積みで収納するためのつり具を有し，

ガラス固化体をしゃへい容器に収納できる設計とする。 

 

 

貯蔵建屋床面走行クレーンはガラス固化体の落下防止のためにつりワイヤの二重化及びクレーン自体

の転倒防止対策を施し，動力の供給が停止した場合にもガラス固化体を保持できる機構を有する構造と

するとともに，誤操作を考慮し，ガラス固化体の荷重及びつり上げ高さを検出できる設計とし，ガラス

固化体検査室でのつり上げ高さを９ｍ以内に制限できる設計とする。 

 

また，つり具がガラス固化体を確実につかんでいない場合にはガラス固化体をつり上げられず，ガラ

ス固化体の荷重がなくならない限り，つり具からガラス固化体が外れない設計とするとともに，つり具

の中心がガラス固化体の中心から外れたとしても確実にガラス固化体をつり上げることができる設計と

する。 

 

 

しゃへい容器付きトロリは，ガラス固化体貯蔵建屋の貯蔵建屋床面走行クレーンとガラス固化体貯蔵

建屋Ｂ棟の貯蔵建屋床面走行クレーンとの間を移動できる設計とするとともに，過走行を防止するイン

ターロックを設け，貯蔵建屋床面走行クレーンが所定の位置に停止していない限りしゃへい容器を搭載

したトロリを移動できないインターロックを設ける設計とする。 

 

貯蔵建屋床面走行クレーンは，故障時にも手動操作にてガラス固化体の収納管内への収納等の対応が

できる設計とすることを保安規定に定めて，管理する。 

 

貯蔵ピットは，収納管，通風管，支持架構及びプレナム形成板で構成する。収納管は，貯蔵区域の天

井スラブで懸架支持し，収納管の外側にはスペーサを介して同心円状に通風管を設置し，地震時の収納

管の荷重は，スペーサを介して支持架構で支持する設計とする。 

 

 

収納管は，ガラス固化体容器の腐食を防止するためにガラス固化体をその内部に収納し，ガラス固化

体が冷却空気と直接接触しない方法で管理することで，ガラス固化体のもつ閉じ込めの機能を維持でき

る設計とするとともに，ガラス固化体容器の機械的強度を考慮し，収納できる設計とする。 

既設工認 本文(改 5，改 6)，既設工認 添付書類Ⅱ(改 6) 

既設工認 本文(改 5,改 6)，既設工認 添付書類Ⅳ(改 6) 

既設工認 本文(第 3回申請，改 5) 

既設工認 本文(第 3回申請，改 5) 

管理②-6,管理③-2,3 

管理②-1,3,管理③-2,4 

管理①-2,4,5,管理②-2,4,7,8 

管理①-4,5,管理②-2,7,8 

管理③-2 

既設工認 本文(改 6)，既設工認 添付書類Ⅳ(改 6) 

既設工認 本文(改 6)，既設工認 添付書類Ⅳ(改 6) 

管理③-1,4 

管理③-1,4 

既設工認に記載はないが，既設工認時より想定しており，基本設計方針に変更が

ないため変更前に記載 
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別紙６
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ

変 更 前 変 更 後 

収納管は，ガラス固化体が落下した場合でも，収納管とガラス固化体との間隙が小さく，収納管内の

空気が間隙から排出されにくいので，収納管内の空気による圧縮抵抗が働き，ガラス固化体の落下速

度，落下衝撃を減少させる効果を有するとともに，底部に衝撃吸収体を兼ねたガラス固化体受台を設け

ることにより，万一のガラス固化体落下時にもガラス固化体に著しい損傷を与えず，また，収納管に損

傷を生じない設計とする。 

ガラス固化体の収納に当たっては，原則として冷却空気出口シャフト側の収納管から順次収納し，ま

た，発熱量の大きいガラス固化体が下段となるようにし，かつ 1本の収納管に片寄らないように配慮す

るとともに，収納管 1本に収納されるガラス固化体の総発熱量を 18kW 以下となるように収納し，最終的

な処分がされるまでの間管理することを保安規定に定めて，管理する。 

貯蔵区域の天井，側壁のコンクリートの長期健全性を確保するために，適切に断熱又は除熱を行う設計

とする。 

ガラス固化体貯蔵設備は，ガラス固化体から発生する熱量に応じて生じる通風力によって収納管及び

通風管で形成する円環流路を流れる冷却空気でガラス固化体及び構造物を間接的に冷却する設計とし，

また，冷却空気は冷却空気入口シャフトから貯蔵区域内の下部プレナムに流入し，円環流路及び貯蔵区

域の上部プレナムを通って冷却空気出口シャフトの排気口から放出する設計とする。 

また，ガラス固化体貯蔵設備は，ガラス固化体からの崩壊熱が適切に除去されていることを確認する

ため，冷却空気の温度を監視する設計とする。 

既設工認 添付書類Ⅳ(第 3回申請，改 5) 

既設工認 添付書類Ⅳ(第 3回申請，改 5) 

既設工認 本文(改 5) 

管理②-10 

既設工認 添付書類Ⅳ(第 3回申請，改 5) 
管理①-6,管理②-9 

管理①-6,管理②-9 

既設工認に記載はないが，既設工認時より想定しており，基本設計方針に変更が

ないため変更前に記載 

管理①-6,管理②-9 
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管理①-1
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名 称 貯蔵ピット

種 類 間接自然空冷貯蔵方式

！ 
収納管 A 

耐震クラス
通風管 A 

収納管 8 0 本／基

ガうス固化体 9 本／収納管1 本

収納管 天井スラプ懸架支持
構

通風管 支持架構に固定

仕 内径(mm) 4 4 2 

収納管 厚さ(mm) 1 1. 4 

主要寸法 長さ(mm) 1 5 6 5 0 

内径(mm) 5 8 2 
通風管

長さ(mm) 1 2 0 0 0 

収納管 SM41A 
（アルミニウム溶射）

主要材料
通風管 SM41A

（アルミニウム溶射）

基 数 2 

添 付 図 第1. 1 - 1 図， 第1. 1 - 3 図及び第 2. l -
（配置図構造図） 2 図に示す。
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ガラス固化体貯蔵譴屋

(1階平面図）

． 

第1. 1 - 2図

ガラス固化体貯蔵設備の配置図（その2)

T. M. S. L. 5 5. 3 m 

図ーロ ー 2
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T.凡 s. L. 96. 8 
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T. t1. s. L. 93. 7 |廂

バー ドスクリ ー ン

吐
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バー ドスクリーン

I

t

o

o

 

（油碑気
入ロジャフト）

T. M, S. L 55. 3 

GL•T. M, S. L, 55. 0 

冷却空気入ロシャフト
迷路板

． 
T. M. S. L. 47. 2 

入ロジャフト底邦
点校孔

入ロジャフト底団
開DB

T. M. S. l. 68. 9

プレナム形成板

入□ジャフト底団
開DA

貯蔦区攘入0)レー バ

A-A

バー ドスクリ ー ン

T.11.S.L. 47.2 

ガラス国化体

受入蓋屋

UA 

匡—一 刃

◎

◎― 

B-B 

T. 11. S. L, 38. 2 

第1. 1 - 3図

ガラス固化体貯蔵設備の配置図（その3)

図 ー ロ ー 3
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（拡大図）

アルミニウム溶射の累厚 160µ.m

7 収納管プラグ 80 IIJカ）ート如

6 支持菜構 1式 STKRSO

5 週風管 80 SH91AアルミごりUl.
SUS316L 

4 収納管 80 SF45A 
アルミニウム刃舅

3 収納管 80 SM41A 

2 収納管 80 SC42 

1 収納管 80 SM41A 
アルミ

ー

ウム舅

番号 名 源 固数 材 料

郎 品 表

臼数は、貯蘊ピット1茎当たりの臼数を示す．

第 2. 1 - 2 図

貯蔦ピットの構追図

図 ー ロ ー 5
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． 
1. 崩壊熱除去に関する基本方針

廃棄物管理施設（以下「本施設」という。）で管理するガラス固化体は， 崩壊熱を
発生する。 また， そのガラス固化体からの放射線及び崩壊熱で暖められた空気により，

コンクリ ー トが過熱されるおそれがある。従ってこれらを適切に冷却する必要があり，

本施設のガラス固化体貯蔵設備では間接自然空冷貯蔵方式を採用し， ガラス固化体の

閉じ込めの機能を十分維持できる冷却空気流量を確保するとともに， コンクリ ー トの

温度についても適切に維持できる設計とする。

また， ガラス固化体検査室及びガラス固化体仮置き場におけるガラス固化体からの

崩壊熱は， 建屋換気設備により除去する。

2. ガラス固化体貯蔵設備での崩壊熱除去
2. 1 崩壊熱除去対象設備

・ 本施設では， 貯蔵ピットの収納管内のガラス固化体から発生する崩壊熱を， その発
熱量に応じて生じる通風力によって， 貯蔵ピットの収納管及び通風管で形成する円環

流路を流れる冷却空気で除去する間接自然空冷貯蔵方式を採用する。
冷却説明の概要図を第 2. 1 - 1 図に示す。

冷却空気は， ガラス固化体貯蔵建屋の冷却空気入ロシャフトから下部プレナムに流

入し， 円環流路を上昇しながら， ガラス固化体から発生する崩壊熱を除去し， 上部プ
0

0

£

0

 

． 

レナムを経て冷却空気出ロシャフトから大気中へ流出する。
貯蔵区域の天井はガラス固化体からの放射線による発熱及びガラス固化体の崩壊熱

により暖められた冷却空気によるコンクリ ー トの過熱を防止するための断熱材（ロッ

クウ ー ル）等を設ける。 また， 貯蔵区域の側壁部ではガラス固化体からの放射線によ
る発熱量を除去するため， 側壁部に空気流路（以下， 側壁流路という。）を設ける。
さらに冷却空気出ロシャフトは， ガラス固化体の崩壊熱により暖められた冷却空気に

よるコンクリ ー トの過熱を防止するため， 側壁部に断熱材及び側壁流路を設ける。

2. 2 崩壊熱量

ガラス固化体1本当たりの最大発熱量は2.5kWであるが， 収納管1本に収納される
ガラス固化体9本の発熱量は， 18kW以下に管理される。

貯蔵ピット1基当たりのガラス固化体貯蔵本数は720本であり， 総発熱量としては
1440kW以下（ガラス固化体1本当たり平均2.0kW以下）である。

また， この状態における貯蔵区域側壁部及び天井部でのガンマ線による発熱量は，

第2.2· - 1表に示すとおりである。

． 
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c. 設計条件
(a) 本設備は，可能な限り不燃性又は難燃性材料を使用する設計とする。
(b) 本設備は，自重等の条件に対し十分な強度を有する設計とする。
(c) 貯蔵建屋床面走行クレーンは，誤操作防止を考慮するとともに誤操作及び故障に

よっても安全性が損なわれることがないように設計する。
(d)貯蔵建屋床面走行クレーンは，耐震クラスをBクラスとして設計する。ただし，

Aクラスのしゃへい容器と一体構造のため，Aクラス施設に適用される地裳力に対
し，耐えるように設計する。

(e) 貯蔵ピットは，地震時の収納管の荷重を，スペーサを介して支持架構で支持する
設計とする。

(f) 収納管は，内部にガラス固化体を収納することにより，冷却空気によるガラス固
化体のステンレス鋼製容器の腐食を防止し，放射性物質を閉じ込める機能を有する
設計とする。

(g) 収納管及び通風管は，耐震クラスをAクラスとして設計する。
(h)収納管及び通風管は，耐食性を考慮した設計とする。
(i) 貯蔵ピットは，貯蔵区域の側壁コンクリ ー トの長期健全性を確保するために，適

切に断熱を行う設計とする。
(j)貯蔵ピットは，収納管及び通風管で形成する円環流路を流れる冷却空気で，ガラ

ス固化体を間接的に冷却する設計とする。
(k)貯蔵ピットは，冷却空気を冷却空気入ロシャフトから貯蔵区域内の下部プレナム

に流入させ，円環流路及び貯蔵区域の上部プレナムを通って冷却空気出ロシャフト
の排気口から放出させる設計とする。

(1)貯蔵ピットは，収納管と通風管で形成する円環流路出口における冷却空気温度を
測定できる設計とする。

(m)貯蔵建屋床面走行クレーンは，人が触れるおそれのある部分には塗装を行うこと
により，汚染を除去しやすい設計とする。

(n)整流板は，冷却空気入ロシャフト及び冷却空気出ロシャフトを流れる冷却空気
の圧力損失を軽減する設計とする。

(o)整流板は，耐震クラスをCクラスとして設計する。ただし，流路閉塞により崩壊
熱除去性能に影響を与えないことを確認するため，基準地震動S 1 による確認を行
う。

● 

ロ ー 1-2 2

管理②-2

再品発第 4 号

平成 17 年 6 月27日

171

j2189062
長方形



． d. 設計仕様

(a)貯蔵建屋床面走行クレーン

． 
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柑

＝
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0
 

◎Z83 

名 称 貯蔵建屋床面走行クレーン

種 類 しゃへい容器付床面走行形

容量（定格荷重） 4t 

ムロ 数 1 

配置図 第I. 1-1図

構造図 第1. 2-1図， 第1. 2-2図

(I)しゃへい容器付きトロリは， ガラス固化体貯蔵建

屋の貯蔵建屋床面走行クレーンと共用する。

(2)ガラス固化体貯蔵建屋の貯蔵建屋床面走行クレー

ン及びガラス固化体貯蔵建屋B棟の貯蔵建屋床面走
行クレーンが東端に停止していない限りしゃへい容

特記事項 器付きトロリを移動できないインタ ー ロックを設け

る。

(3)故障時にも手動操作にて走行及び横行の移動がで

きる構造とする。

(4)貯蔵建屋床面走行クレー ンの人が触れるおそれの

ある部分には， 汚染防止に係る塗装を行う。

． 
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． (b)貯蔵ピット
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名 称 貯蔵ピット

類 間接自然空冷貯蔵方式

構 成 収納管及び通風管 各80本／基

容 量
ガラス固化体720本／基

（ガラス固化体9本／収納管1本）

内径 442mm 

収 納 管 厚さ IL 4皿n

長さ 15600mm 

主要寸法

内径 582mm 

通風管 厚さ 10mm 

長さ 12000mm 

収 納 管 SM400A JIS G 3106 

通風管 SM400A JIS G 3106 

主要材料
STKR490 JIS G 3466 

支持架構
STPG370（支柱）JIS G 3454 

断熱材
JIS A 9504（人造鉱物繊維保温材）

に定めるロックウ ール

基 数 2 

配置図 第1. 1-1図

構造図 第I. 2-3図， 第1. 2-4図

特記事項
外気に直接触れる炭素鋼部については， JIS H 

9300によりアルミニウム溶射を施工する。

．
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ガラス固化体貯蔵建屋

しゃへい容器付きトロリ移動用レ ー ル

゜ 10 20m 

． 地上 1 階平面図 < TP 55.30 m) 

第 1.1-1 目

管理施設の機器配置図

目 ーロ ー1-1
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主 嬰 材 料

SHY685N JIS G 3128 

SM490A JIS G 3106 

S48C JIS G 4051 

SNCM630 JIS G 4053 

SCM445 JIS G 4053 

レール員

ガーダ

クレ ー ン位綸防止ラク

クレ ー ン藍倒防止ラク

ガーダ目足金物

走行レ ー）b

績行レ ール

クレ ー ン転倒防止ラグ クレ ー ン脱輪防止ラグ

A-A矢視

（単位：mm)

第1.2-1目

貯蔵逹屋床面走行クレ ー ンの構造図（その1)

図 ーロ ー 1-2
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D 部詳細

断熱材
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AT 

甘揺惚哨冊

廿罪桝燃冊廿

ロ250Xt12

ロ250Xt9

TA 

キープラン

断熱材

E 部詳細

注記

X 1：収納管付番要領を以下に示す。
（ ）内は、 通風管を示す。

OPN 

C5177) 
↓第4貯蔵ピット

C5180) 

C3177) 
↓第 3貯蔵ピット

C3180) 

．

 

A-A断面 c-c断面

（単位：mm)

第 1.2-3 目

貯蔵ピットの構造図（その 1)

目 ー ロ ー 1-4 ー

再品発第 67 号

平成 17 年12 月26 日
管理②-7

176

j2189062
長方形



G

． 

温度計保護管

文
6

g
揺
H
細
<
6
1
川
4
Uい
回1念
珈
回
四

`2 
上都プレナム形成板

． 

内径 442

内径 582

n

州

H

H
細
7
6
11
IIl
1(
4
回
U
螂
回
回）
O
O
O
Z
L

． 

円環流路

F
 

o
g
2
9
 

g
z
s
g
 

O
C
L
C
L
9
条
隅
四

B
圏
H
庇
V
6
1
“
4
Uい
国16
細
孟
芸

0
0
9
g
L
 

O
�
L
£
�
 

a
o

◎
岱
3

ハ
ヵ

バ贔い

iii

」

服納管フラン

，�＇
 

スペ ー サ（鋼製）

0
0
9
S
L
 

G部詳細

F部詳細

注記

* 1 :収納管排気設偏との取合点は

フランジ継手とする。

* 2: 外気に直接触れる炭素鋼部については

アルミニウム溶射を施工する。

” 

下部ブレナム形成板
裏 2

支持架構（支柱） 200AX Sch.BO
（単位：mm)

第 1.2-4 目

貯蔵ピットの構造図（その2)
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1. 計測制御設備
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a. 変更の概要

ガラス固化体の管理施設の増設に伴い， ガラス固化体貯蔵建屋B棟の冷却空気入口

シャフト， 冷却空気出ロシャフトにおける冷却空気温度及び収納管排気設備の入口圧

カの測定等を行う計測制御設備を設置する。

b. 準拠すべき主な法令， 規格及び基準

本設備の準拠すべき主な法令， 規格及び基準を以下に示す。

(a)国内法令

・核原料物質， 核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律

・核原料物質， 核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施行令

・核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄物管理の事業に関する規

則

•特定廃棄物管理施設の設計及び工事の方法の技術基準に関する規則

(b)国内規格， 基準， 指針

・日本工業規格(JIS)

・日本電気工業会規格(JEM)

・日本電線工業会規格(JCS)

•原子力発電所耐震設計技術指針(JEAG4601)

c. 設計条件

(a)本設備は， 耐震クラスをCクラスとして設計する。

(b)本設備は， 冷却空気入ロシャフト， 冷却空気出ロシャフトにおける冷却空気温度

を測定できる設計とする。

(c)本設備は， 収納管排気設備の入口圧力を測定できる設計とする。 なお， 収納管内

の圧力を負圧に維持できない場合， 制御室の監視制御盤に警報を発する設計とする。
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l．崩壊熱除去に関する基本方針
ガラス固化体貯蔵建屋B棟（以下「本建屋」という。）は， ガラス固化体貯蔵設備（以

下「本設備」という。）が設置され， 貯蔵するガラス固化体の崩壊熱を適切に除去できる
設計としている。

本書は， 本建屋の本設備を含めたガラス固化体による崩壊熱除去に関する計算書であ
る。

なお， 本建屋の本設備は第3貯蔵ピット及び第4貯蔵ピットからなり， 各貯蔵ピット
は同一形状であるため， 貯蔵ピット1基について計算を行う。

2．ガラス固化体貯蔵設備での崩壊熱除去
2. 1崩壊熱除去の方法

本設備は， 貯蔵ピットの収納管内のガラス固化体から発生する崩壊熱を， その発熱
量に応じて生じる通風力によって， 貯蔵ピットの収納管及び通風管で形成する円環流
路を流れる冷却空気で除去する間接自然空冷貯蔵方式を採用している。 冷却説明の概
念図を第2.1-1図に示す。

冷却空気は本建屋の冷却空気入ロシャフトから下部プレナムに流入し， 円環流路を
上昇しながら， ガラス固化体から発生する崩壊熱を除去し， 上部プレナムを経て冷却
空気出ロシャフトから大気中へ流出する。

貯蔵区域の天井部はガラス固化体からの放射線による発熱及びガラス固化体の崩
壊熱により暖められた冷却空気によるコンクリ ー トの過熱を防止するため， 断熱材及
び鉄板を設ける。 また， 貯蔵区域の側壁部は， ガラス固化体からの放射線による発熱
を除去するため， 側壁部に空気流路（以下「側壁流路」という。）を設ける。

さらに， 冷却空気出ロシャフトについても， ガラス固化体の崩壊熱により暖められ
た冷却空気によるコンクリ ー トの過熱を防止するため， 側壁部に断熱材及び側壁流路
を設ける。

2. 2崩壊熱量
貯蔵ピット1基あたりのガラス固化体貯蔵本数は720本であり，総発熱量は1449kW

以下である。 ガラス固化体1本あたりの最大発熱量は2.5kWであるが， 収納管1本あ
たりに収納されるガラス固化体の総発熱量を18kW以下に管理すること，収納管のガラ
ス固化体の最大積み段数は9段であることから， ガラス固化体1本あたりの平均発熱
量は2.OkWとなる。 また， ガラス固化体を720本貯蔵した状態における貯蔵区域側壁
部及び天井部での放射線による発熱量を別に評価し， 崩壊熱として必要に応じて加算
して評価を行う。 貯蔵区域側壁部及び天井部での放射線による発熱量を第2.2-1表に
示す。
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． ロ． 廃棄物管理設備本体
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c. 設計条件及び仕様
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名 称 貯蔵建屋床面走行クレー ン

種 類 しゃへい容器付床面走行形

闘 耐震クラス B （しゃへい容器はA)

ク 容最（定格荷重） t 4 
レ

ン 台 数 1 

し
内 径 mm 1 5 1 2 

主 し 頂 鉄 部 mm 100+260 
や

や

要 ヘ 部 ホ
゜

リエチレン部 mm 1 8 0 
ヘ

vヽ

寸 体 胴 鉄 部 mm 340 
"‘

厚

法 さ 部 ホ
゜

リエチレン部 mm 250 
合ク

全 信•. 
mm 5700 

器

基数 1 

添付図＊

第1.1-1図
（構造図）

(1)つりワイヤの二重化を施す。

(2)電源喪失時にもガラス固化体を保持で

きる構造とする。

特記事項 (3)収納管内面を親察するための予備的措

置として， ケーブルを通せるようにし

ゃへい容器上部スクリュ ー ダクトを取

り外せる構造とする。

＊ ：申請範囲
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ガー ダ中央目定金犠

トロリ設落防止ローラ

しL==＝—•一・
i

L
 

m
l
u
n
 

こ
に幸

（
．

巻上げ言軌機

ー

v

----—-+·晒3-
•一•一L―•一•一・ー•一・ー・ー・ー・一・

幸
•ヤ----

ー・一•一・ー・一ー・―-—-—主竺＿•一・
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ガー ダ中央固定金物

クレ ー ン転倒防止ラグ

晦
要
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約31000（スバン）

（
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て
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で・
T
長
）

｀ヽ

しゃへい容器
下部スクリュ ー ダクト

しゃへい容認しゃへいシャッタ

しゃへい容話下部しゃへい体
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i
i
i

-

l
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トロリ目定金物 .
|．
4_.
1
i
i
i
j-
！
ー

トロリ設落防止ラグ クレー ン設輪防止ラグ

しゃへい容器
器スクリュ ー ダクト

注1)しゃへい容器の外側は鉄板でおおい，内劃はステンレス板を設置する。

注2)ガー ダ及びトロリを所定の位置にトロリ固定金物，ガー ダ目定金物及び

ガー ダ中央目定金物で目定した後にガラス目化体が昇降可能となる

インタ ーロックを設ける。 x

x ：申請蔚屈

x 
ガー ダ中央目定金物 （単位：mm)

第1.1-1 目

貯蔵建屋床面走行クレ ー ンの構造図
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● 1. 概 要

本書は， ガラス固化体貯蔵建屋に設置する貯蔵建屋床面走行クレー ン（以下「クレー ン」

という。）の耐震設計上の安全性確保のための改造後の耐震計算及びその評価結果について

示すものである。

クレー ンは， 耐震設計上の重要度がBクラスであるが， Aクラスのしゃへい容器と一体構

造のため， Aクラス施設に適用される地震力に対し， 耐えるように設計する。

計算に当たっては， 多質点系はりにモデル化し， 基準地震動S 1 により求まる地震力又は

静的地震力により地震荷重を算出する。
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2. 構造の説明

クレー ンは， しゃへい容器を有するトロリと，そのトロリを乗せる2本のガー ダ及びガー

ダを結ぶ2本の門形はりから構成されている。クレー ンの構造を第 2.-1 図に示す。

しゃへい容器は， 円筒状のしゃへい本体とそれを支える支持フレー ムで構成されており，

トロリ上に支持されている。

クレー ンは，クレー ン脱輸防止のため走行レール両側面をはさむクレー ン脱輪防止ラグを

有する。

また， トロリは， トロリの脱落防止のためガーダの内側に取り付けた横行ガイドレールに

案内されるトロリ脱落防止ローラを有する。

クレー ン定位置作業時に地震が発生し，クレー ンが走行レール上をスリップして移動する

のを防ぐため， 建物床面とガー ダを固定するガーダ固定金物を有する。 なお， 耐震設計上の

安全性を確保するためガー ダ中央部にガー ダ中央固定金物を有する。 また， トロリが横行レ
ール上をスリップして移動するのを防ぐため，ガー ダとトロリを固定するトロリ固定金物を

有する。

トロリに作用する水平地震力を2本のガー ダで受けるため，トロリは横行レールで止めら

れるようトロリ脱落防止ラグを有する。

クレー ンは， 水平地震力による浮上がり力での転倒を防ぐため， クレー ン転倒防止ラグ及

びトロリ転倒防止ラグを有する。
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． 別添 一 11

（搬送設備）

第十三条 放射性廃棄物を搬送する設備（人の安全に著しい支障を及ぼすおそれがな
いものを除く。）は，次に掲げるところにより施設しなければならない。

ーー 通常搬送する必要がある放射性廃棄物を搬送する能力を有するものであること。

二 放射性廃棄物を搬送するための動力の供給が停止した場合に，放射、性廃棄物を安
全に保持しているものであること。

［適合性の説明］

・ 本条は，以下により適用を受けない。

本申請に係る施設は，貯蔵建屋床面走行クレーンの容量を変更するものではない。
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貯蔵建屋床面走行クレー ンは， つりワイヤの二重化を施していること及び位置検
出器によるインター ロックを設け， 走行及び横行方向に機械的ストッパを設けてい
ることに変更はない。

貯蔵建屋床面走行クレー ンの巻き上げモータは， つり荷を保持するための電磁ブ
レー キを設ける設計としていること及びガラス固化体のつり具は， 電源喪失時にも
フックが開放しない設計としていることに変更はない。
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ハ． 放射性廃棄物の受入れ施設
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輸送容器検査室

輸送容器検査室クレ ー ン
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ヽヽガラス目化体閉じ込め検査装置：
、(J)検査容器A
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ガラス固化体検査室天井クレ ー ン
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， ガラス固化体検査室補助クレ ー ン
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ガラス固化体受入れ設備の機器配置固
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C. 設計条件及び仕様

．

 
9

0

0

0
 

． 

名 称 ガラス固化体貯蔵建屋

ニ双n」
耐 震 ク ラ ス

＊ 

計

条 放 射 線 防 護 材 料：普通コンクリ ー ト

件 （しゃへい体の材料及び寸法） 寸 法：放射線防護の必要厚さを満足するも

のとする。

基 礎：鉄筋コンクリ ー ト造（べた基礎）

基礎及び構造の種類 上部構造：鉄筋コンクリ ー ト造（一部鉄骨鉄筋

コンクリ ー ト造及び鉄骨造）

設

南北方向： 47. 0 m（外壁外面寸法）

東西方向： 46. 0 m（外壁外面寸法）

主 要 寸 法 階 数：地上 2 階， 地下 2 階

計 高 さ：地上 13. 9 m 

（冷却空気出ロシャフトは，

地上 38. 7 m) 

仕 鉄 筋：JIS G 3112（鉄筋コンクリ ー ト用棒

鋼）に定めるSD35

鋼 材：JIS G 3101（一般構造用圧延鋼材）

主 要 材 料 に定めるSS41及びJIS G 3106（溶接

様 構造用圧延鋼材）に定めるSM41A,

SM50A 

J ンクリート : JASS5Nの規定によるコンクリ ー ト

設計基準強度 300kgf/c面

添 付 図 第 l.- l 図 ～ 第 l.- 6 図に示す。

（建物各階平面図建物断面図）

． 

注記 ＊ ガラス固化体貯蔵建屋は， A クラスの構築物を有しているため， A クラスの

施設に適用される地震力に対して耐えるように設計する。

また， ガラス固化体貯蔵建屋は， Aクラスの設備を内蔵しているため， 基準

地震動S1で間接支持構造物としての支持機能が維持されていることの確認を

行う。

イ ー 2
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1. ガラス固化体貯蔵建屋B棟

a. 変更の概要
ガラス固化体貯蔵建屋B棟（以下「本建屋」という。）は， 廃棄物管理施設のガラス

固化体貯蔵設備，収納管排気設備及び換気設備の一部等を 収容するための建屋であり，
ガラス固化体貯蔵建屋に隣接して設置する。

また， 気体廃棄物の廃棄施設の一部である冷却空気出ロシャフトは， 当該建屋と 一

体となった構造である。

b. 準拠すべき主な法令， 規格及び基準
本建屋の準拠すべき主な法令， 規格及び基準を以下に示す。

(a) 国内法令
・核原料物質， 核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律
・核原料物質， 核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施行令
・核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄物管理の事業に関する規則
•特定廃棄物管理施設の設計及び工事の方法の技術基準に関する規則
・建築基準法
・建築基準法施行令
・消防法
・消防法施行令
・核燃料物質の加工の事業に関する規則等の規定に基づき， 線量限度等を定める告示
•発電用原子力設備に関する構造等の技術基準

(b) 国内規格， 基準， 指針
・日本工業規格(JIS)
・日本建築学会各種構造設計及び計算規準(AIJ)
•原子力発電所耐震設計技術指針(JEAG)

c. 設計条件
(a) 本建屋は，ガラス固化体貯蔵建屋の北側に隣接して設置し，隣接するガラス固化

体貯蔵建屋と の接続部の躯体は構造的に分離する。
(b) 本建屋における各部屋のしゃへい設計区分を第1. -1表とし，しゃへい設計は各

区分の基準線量率を満足するものとする。
貯蔵区域に隣接する室は，線量当量率測定並びに保守及び修理のために，放射線

従事者が近接 できるしゃへい区分とする。
(c) 本建屋は， 貯蔵区域を構成する壁， 天井等を一 次しゃへいとして設計する。

また，搬送室の建物外壁等を構成する壁，床，天井を二次しゃへいとして設計す
る。

一 次しゃへい及び二次しゃへいの開口部には，しゃへい扉，しゃへい窓，しゃへ
いプラグ及びしゃへいハッチを設け，放射線の淵えいを防止する設計とする。冷却
空気入ロシャフト及び冷却空気出ロシャフトの開口部については，迷路板により放
射線の漏えいを防止する設計とする。

イ ー 1-1
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． 
d. 設計仕様

(a) ガラス固化体貯蔵建屋B棟，収納管ふた，しゃへい扉，しゃへい窓，収納管プ
ラグ，冷却空気入ロシャフト底部の貫通ロプラグ，支持架構部の貫通ロプラグ，
上部プレナム部の貫通ロプラグ，冷却空気出ロシャフト底部の貰通ロプラグ及び
しゃへいハッチの設計仕様を以下に示す。

名ー

主 要

称ー

構

基 盤 高 さ

． 主 要 寸 法

設

ら

柑
H
I

L
O
O
 

計

e
Z
g
3
 

仕

様

． 

主 要 材

造

料

建屋平面図， 建屋断面図

ガラス固化体貯蔵建屋B棟
鉄筋コンクリー ト造

（一 部鉄骨鉄筋コンクリー ト造及び 鉄骨造）

支持地盤の基盤高さは，TP 35. 50m以下とする。

南北方向：47.00m（外壁外面寸法）
東西方向：34.05m（外壁外面寸法）

階 数：地上2階，地下2階
高 さ：地上13.90m,地下19.30m

（冷却空気入ロシャフト高さ25.20m, 
冷却空気出ロシャフト高さ35.90m)

壁厚等：第1.-2 表及び第1.1-8図～
第1.1-27図に示す。

鉄 筋：JIS G 3112（鉄筋コンクリー ト用棒
鋼）に定めるS0345

鋼 材：JIS G 3101（一般構造用圧延鋼材）
に定めるSS400 及び JIS G 3136（建
築構 造 用 圧 延 鋼 材 ） に 定 め る

SN400B ,SN490B又は TMCP355B（建築
構造用TMCP鋼材（国土交通大臣認定
品））

コンクリ ー ト：JASS5N の規定による普通コンクリー

ト設計基準強度 29. 5N/mm 2 

｀密度 2. 15g/c面以上
ホ゜ リエチレン ：JIS K 6922-1（プラスチックーポリ

エチレン(PE)成形用及び押出用材

料

）の規定によるポリエチレン成形
材

料

断熱材 ：JIS A 9504（人造鉱物繊維保温材）
に定めるロックウ ール

第1.1-1図～第1.1-7図に示す。

建 築 面 積 本建屋の建築面積は，1806m 2 とする。

冷却空気入ロシャフト及
び冷却空気出ロシャフト
の流路断面積

汚 染 防 止 の措置

冷却空気入ロシャフト及び冷却空気出ロシャフ
トの流路断面積は，24m 2以上とする。

管理区城内で人が出入りする建屋内部の床及び
壁であって， 人が触れるおそれのある範囲の表
面 に，汚染防止に係る塗装を行う部屋の部屋番
号を次に示す。

G0111,G0112,G0207,G0208,G0209,G0210, 
G0304,G0305 

． 
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